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[bookmark: _Toc118450388]第1章　なぜ今キャパシティ・ディベロップメントの視点が必要なのか
[bookmark: _Toc118450389]調査の背景
キャパシティ・デベロップメント（以下、「CD」という）は、1990年代後半、持続可能な開発のための重要な推進力として、世の中に出てきた概念であり、決して新しい概念ではない。その理論も解明されつつあり、グッドプラクティスと呼ばれる事例の蓄積も進んできている。しかし、その実践においては、未だ多くのプロジェクトがCD型支援の形態をとることができていない状況にあるといえる[footnoteRef:2]。また、この20年間で開発の世界には、DAC非加盟国、インパクト投資家、フィランソロピー組織、民間企業といったODA以外の資金や独自の考えを持ち、必ずしもCDという概念に精通していない多様なアクターが、途上国の開発に大きな影響を与え始めている。ODA以外の援助への依存度が高くなりつつある途上国にとって、CD型支援が果たす持続可能な開発の重要性は再考されるべき項目となりつつある。さらに、2030年までの達成目標であるSDGs（目標17：目標達成のためのパートナーシップ）においても、持続可能な開発目標達成に向けた国家計画の支援のため、途上国における効果的、かつ、焦点を絞ったCD支援が提唱されるなど、その重要性は再認識されつつある。 [2:  Heinz Greijn, Volker Hauck, Anthony Land and Jan Ubels (2015) Capacity development beyond aid, SNV Netherlands Development Organisation and European Centre for Development Policy] 

JICAにおいても2000年代、主に技術協力プロジェクトにおいて、被援助国のオーナーシップを重視したCD型支援が提唱され、CDに係る調査研究の取り組みが多くみられた。一方でこれらの調査の多くが開発ドナー側の視点に立って分析されており、被援助国相手側の目線での解釈は十分に深堀されていない。類似の調査としては、「ケニア中等理数科教育強化計画プロジェクトにおけるキャパシティ・ディベロップメントに関する事例分析」（2007年）がある。しかし、カウンターパート、講師、教員個人が事業を通じて何を感じ、何を考えたことによりCDを促進したのか、同じ活動を経験した個人でも、なぜCDが促進される場合とそうでない場合が生じるのか、などは解明されていない。また、このような調査が、プロジェクト実施中に行われていることからも、中・長期的な視点が求められるCD型支援の優位性と考えられる持続性とそれに伴うインパクトの検証には至っていない。特に子供の学びへの貢献には長期的な視点が求められることから、CDによるカウンターパート、講師、教師のどのような行動変容がいかに子どもの学力向上に貢献したのか、もしくは貢献する可能性があるのかといった部分は解明されてない。
[bookmark: _Toc118450390]調査の目的
本調査の対象事業であるザンビアにおける授業研究（Lesson Study）プロジェクトは、上記のCDが国内外で注目されていた時期に形成され、その後、フェーズを重ね2005年から2019年まで約15年間に渡り実施された技術協力プロジェクトである。本調査では、CDのプロセスに焦点を当て、CDの概念に基づいた現職教員養成のための15年間にわたる支援を通じて、当該プロジェクト群に関与したカウンターパートを中心に個人がどのように成長したのか、彼ら/彼女らの視点に立って把握することを目指した。また、個人の成長が組織・社会の変容にどのように影響を与えたのか、そして、その結果として、将来ザンビアの子どもの学びの改善に寄与できる能力が強化されたのかをザンビア人の語りから把握し、CD型の開発協力の有効性を検証する。さらに、確認されたCDの実態を踏まえて、どのようにザンビアの子どもたちの学びの改善に寄与しているのか、もしくは、今後、寄与する可能性があるのかを考察する。先に述べた通り、CDは新しい概念ではない。しかし、新たな時代の要求に対して、ザンビア授業研究プロジェクトを通してとらえることができる我が国の技術協力の優位性、改善点に係る教訓が、今後のCD型事業の立案、実施に活用されることを目的としている。
上記の目的に沿って、「基本的な問い」（リサーチクエスチョン）とそれに対応するための「調査の枠組み 」を以下の通り、策定した。

リサーチクエスチョン：
CD型支援がいかに個人、組織、社会の変容に影響を与え、子どもの学びの改善に寄与することを可能としたか

[image: グラフィカル ユーザー インターフェイス, Web サイト

自動的に生成された説明]

調査の枠組み
[bookmark: _Toc106694382][bookmark: _Toc118450391]調査方法
[bookmark: _Toc104814418][bookmark: _Toc104814766][bookmark: _Toc104902939][bookmark: _Toc104902983][bookmark: _Toc105422637]本調査では、カウンターパートの視点に立ったCDのプロセスや効果を確認することを重視することから「当事者の視点に寄り添う」といったエスノグラフィーの特徴を持つプロセス分析のアプローチである簡易版プロジェクト・エスノグラフィー（プロエス）を用いた。インタビュー調査では、事前に専門家から提供を受けた主要関係者リストを中心としたが、調査の過程で、雪だるま式標本法によりその数を増やした。インタビューは、関係者のプロジェクトへのかかわりの濃淡により、①一般的な情報収集、②ライフストーリー・インタビューの対象に分けて実施した。
ライフストーリー・インタビュー法を採用したのは、対象者の比較的長いプロジェクトへの関り中で、どのような転機、出来事、段階があるか、彼らの語り（ストーリー）からCD型支援について全体像を読み取ることができると考えたためである。そのため、同インタビューでは構造化されていないオープンな質問を用いた。具体的には、「プロジェクト（授業研究）について、あなたの最も古い記憶を教えて欲しい」という質問から始め、その後、プロジェクトの時間軸に沿って、自らのCDの経験を網羅的に語ってもらった。ライフストーリー・インタビューを通して感じたことは、ザンビア人は雄弁であり、多くのことを良く覚えているということである。これは、ザンビアがもともと伝承の文化だったためなのか、語れる人（教会での説教のようなことができる人）が有能とされて、省庁のポストや学校での管理職に就く傾向にあるためなのかは分からないが、日本人へのインタビューが一答一門式になる傾向があることに比べ、ザンビア人は、こちらが質問せずとも、事例を交え多くのことを語ってくれた。
現地調査におけるインタビューの内容は、許可を得て録音した。英文でのトランスクリプトの作成は現地調査補助員に依頼した。現地調査では、トランスクリプトを読み、次の対象者に聞くべき内容や対象者の選定の参考にした。また、ザンビア特有の英語の表現、イントネーション現地の地名、学校名などの固有名詞、時々混じる現地語なども含め、ザンビア人のネイティブにトランスクリプトの作成を依頼したことは有効であった。作成されたトランスクリプトはその録音を聞きながら再度確認し、調査者が修正した。語りの臨場感のために実名を用いた最終報告書をインタビュー対象者に送付し、個人が語った内容を確認してもらい、その内容の記載につき承認を得た。
現地での観察調査では、教育省のナショナルサイエンスセンター局にオフィスを構え、関係者の業務や会議の様子を観察し、会議の内容について、画像撮影、録音し、それらの内容を記録した。また、ザンビアが実施している第三国研修（KCCP）については、その画像データを入手することで、研修の様子を観察した。さらに、学校踏査での授業研究やワークショップを視察し、動画撮影による記録を行った。
[bookmark: _Toc106694384][bookmark: _Toc118450392]調査対象
本調査において踏査した地域は、フェーズ1～3の対象、かつフェーズ4の対象教員養成校が所在する中央州、拡大フェーズであるフェーズ3からの対象であるルサカ州、フェーズ3の対象であり、かつフェーズ4の対象教員養成校が所在する南部州の3州をフェーズ毎の効果の違いを確認するために選定した。インタビュー対象は、教育省（ナショナルサイエンスセンター局、教員教育局、ザンビア試験カウンシル、ザンビア教職カウンシル）職員、州・郡教育事務所職員、小・中等学校、STEM[footnoteRef:3]校、教員養成大学の校長・教師、生徒、ドナー（VVOB、世銀）、日本人専門家（中井氏）、JICA関係者（専門員、元現地事務所所長、元企画調査員、元ローカルスタッフ）計140名となる。 [3:  Science, Technology, Engineering and Mathematicsの略。科学・技術・工学・数学の教育分野を総称し、2000年代に米国で始まった教育モデルであり、初等から高等教育までの広い段階に適応される。] 

調査方法で述べた通り、インタビュー対象者の中で、プロジェクトの関りが深く、活動を通じた自らの成長を語ることができる人物に対しては、ライフストーリー・インタビューを採用した。具体的には、以下の8名のザンビア側関係者に対して、ライフストーリー・インタビューを複数回（最低2回）実施し、プロジェクトに関連した語りを聞き取った。
ライフストーリー・インタビュー対象者
	氏名
	年齢・性別
	所属
	経歴

	ティンディ
	70代男性
	教育省教員教育局、現職教員研修課、元課長
（カウンターパート）
	教育省のカウンターパートとして、プロジェクト形成、授業研究の導入から全国への展開に関与した。教育省を定年退職、プロジェクトの現地スタッフ、ナショナルサイエンスセンターのアドバイザーとして、教材研究、STEM教育、第三国研修をけん引する。

	バンダ
	50代男性
	ナショナルサイエンスセンター局、局長
（カウンターパート）
	中学校理科教師を経て、プロジェクト開始と同時に中央州教育事務所に配属され、フェーズ1の立ち上げに尽力した。その後、教育省ナショナルサイエンスセンター長に就任し、プロジェクト活動全般を取りまとめた。

	ムバンガ
	60代女性
	教育省教員教育局、元局長
（カウンターパート）
	中央州のクワム・クルーマ教員養成校の学長を経て、フェーズ2からプロジェクト実施機関である教育省教員教育局局長に就任した。プロジェクト実施機関の局長として、特に全国展開、授業研究の制度化に貢献した。

	カゼゼ
	50代女性
	ナショナルサイエンスセンター職員
（カウンターパート）
	中学の理科教師から州教員センター調整員に昇格し、中央州での授業研究導入に関与した。その後、ナショナルチームメンバーに任命されサイエンスセンターにおいて、全国展開、教材研究の普及に貢献した。

	カソンデ
	50代女性
	カロンガ中学校、校長
（中央州）
	プロジェクト開始当初から、授業研究のファシリテーターとして中央州における活動をけん引した。授業研究の調査結果を論文に取りまとめ、学会で発表する等、授業研究の普及を

	カプンパ
	40代女性
	ムワヤスンカ中学校、副校長
（中央州）
	中央州での授業研究導入時からの中心的ファシリテーターとして活躍した。活動が評価され一般教員から副校長に昇格した。同校は、第三国研修の会場として、授業研究のモデル的な立場を確立している。

	フィリ―
	30代男性
	マルコモファット教員養成校、講師
（中央州）
	フェーズ2から対象となったコッパーベルト州の元高校教師であり、ファシリテーターとして、同地域での授業研究の普及に取り組む。その経験が買われ、フェーズ4の対象校である教員養成校の講師（物理）に採用される。校内で学生とともに「理科クラブ」を立ち上げ、授業研究の深化に取り組んでいる。

	ムゾラ
	40代女性
	州教員センター調整員
（ルサカ州）
	小学校教員を経て、ルサカ州教員リソースセン調整員として授業研究の普及に取り組む。授業研究の係る研究を世界授業研究協会で発表し、その論文に興味を示した英国の大学から、名誉博士号が授与されている。



[bookmark: _Toc118450393]調査の限界
インタビューの対象者はプロジェクトに対して、好意的な意見を持つ人物がほとんどであった。対象者は基本的には「プロジェクトに深いかかわりを持つ人物」としていたためそのような結果となったと想定される。もちろん活動上の困難やJICAの方針への批判、提言などの意見も出されたが、プロジェクトを否定的にとらえる人物はいなかった。おそらくプロジェクトが導入した授業研究を否定的にとらえている関係者もいると想定されるが、これらの人物へのインタビューはできていない。CD型のプロジェクトにより行動変容が生じた関係者の語りが中心となり、行動変容が生じなかった人物からの語りからの分析ができてないことは否めない。
[bookmark: _Toc118450394]対象プロジェクトの概要
ザンビア教育省は、1996年に教育政策「我々の未来を教育する（Educating for Our Future）」を発表し、同国における教育の分権化、アクセスの拡大と公平性確保、教育の質の向上のために、「教員の継続的職能成長」（以下、「CPD[footnoteRef:4]」という）を優先戦略に位置付けた。同教育政策に沿って、「現職教員任期における学校プログラム（SPRINT[footnoteRef:5]）」（以下、「スプリント」という）フレームワークを開発し、学校を基礎としたCPDを導入し、制度化を図った。 [4:  Continuing Professional Developmentの略であり、専門技術を必要とする職業人の能力維持・資質向上のための継続した研修、自己啓発活動を含む広い概念である。学校での授業研究や校内研修をCDPと表現する教育関係者も多くみられる。]  [5:  SPRINT：School Programme of In-service for the Termの略。] 

JICAでは1998年からケニアで始まった「中等理数科教育強化計画プロジェクト」（以下、「ケニアSMASSE[footnoteRef:6]」という）が実施されており、その取り組みを理数科教育の低迷という同様の問題を抱えるアフリカ諸国へも普及するために、ケニアSMASSEにおいて、技術交流、研修が実施されていた。その後、2003年にJICAザンビア事務所に派遣された企画調査員と、ケニアSMASSEで実施されていた研修に参加していた教育省のカウンターパートを中心として、ザンビアでのプロジェクトの枠組みが策定された。これに基づいて、2005年、ザンビア教育省とJICA による技術協力プロジェクト「理科研究授業支援プロジェクト」（以下、「フェーズ1」という）が開始された。同プロジェクトは、前期・後期中等教育（8～12 年生）の理科[footnoteRef:7]を対象とし、中央州を対象として2 年間にわたり実施された。同プロジェクトでは、学習活動にも改善がみられ、対象科目や学年以外への授業研究活動の広がりなど、予想以上のインパクトが確認された。これを受けて、その後、複数の技術協力プロジェクトが実施された。まず、2008年から「SMASTE[footnoteRef:8]授業研究支援プロジェクト・フェーズ2」（以下、「フェーズ2」という）が開始され、中央州において初等教育の理科以外の教科での授業研究導入、新規対象2 州（コッパーベルト州、北西部州）では前期・後期中等教育レベルの理科の授業研究導入が行われた。さらに、この成果を受けて、ザンビア政府は、授業研究の全国展開を目指す「学校ベースの継続的な職能開発マスタープラン（2010年）」を策定し、新たに対象となった7州を加え、ザンビア全10 州を対象として、「授業実施能力強化プロジェクト（STEPS[footnoteRef:9]）」（以下、「フェーズ3」という）2011年より開始した。その後、上記マスタープランに沿って、教員養成校の能力強化と養成課程の質向上、授業研究の質の担保を目指し、2016年から2019年まで「教員養成校と学校現場との連携による教育の質改善プロジェクト（IPeCK[footnoteRef:10]）」（以下、「フェーズ4」という）が実施された。 [6:  Strengthening of Mathematics and Science in Secondary Educationの略。]  [7:  前期中等は「総合理科（Integrated Science）」、後期中等は「理科（Science）」「生物（Biology）」「化学（Chemistry）」「物理（Physics）」「農業理科（Agricultural Science）」が対象。]  [8:  Strengthening of Mathematics, Science, and Technology Educationの略。]  [9:  Strengthening Teachers’ Performance and Skillsの略。]  [10:  The Improvement of Pedagogical Content Knowledgeの略。] 

各フェーズの内容、対象州、対象学年、教科
	期間
	プロジェクト名
	内容
	対象州
	学年
	教科

	2005～2007
	理科研究授業支援プロジェクト
	・授業研究の導入
・実施手法の形成
	中央州
	前期・後期中等
	理科

	2008～2011
	SMASTE授業研究支援プロジェクト・フェーズ2
	・授業研究の実施・拡大
・研修制度の構築
・問題解決型・探求型授業の導入
	中央州
	初等・前期・後期中等
	全教科

	
	
	
	コッパーベルト州、北西部州
	前期・後期中等
	理科

	2011～2015
	授業実践能力強化プロジェクト（STEPS）
	・授業研究の全国展開
・教材研究の促進
	全州の54郡
	前期・後期中等
	理数科

	2016～2019
	教員養成校と学校現場との連携による教育の質改善プロジェクト（IPeCK）
	・教員養成校への授業研究の導入
・養成校と付属小中学校の連携モデル形成
・教材研究、PCKの強化
	中央州、コッパーベルト州、南部州
	教員養成
	理数科
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重要イベントのタイムライン

[bookmark: _Toc118450395]プロジェクト実施体制
本事業は、ザンビア教育省の既存の現職教員教育制度であるスプリントの仕組みを活用し、教育省教員教育局（Teacher Education and Specialised Services：TESS）及びその傘下のユニットであるナショナルサイエンスセンター（National Science Centre: NSC）を主なカウンターパートとし、州教育事務所、郡教育事務所、州・郡教員リソースセンターと共に実施された。スプリントでは、各学校での校内研修実施を支援するために、州及び郡に州教育支援チーム（Provincial Education Support Team：PEST）及び郡教育支援チーム（District Education Support Team：DEST）が組織されている。これらのチームは州、郡の教育長を長とし、教育事務所指導主事、教師教育担当官、教員リソースセンター調整員、教員養成校代表等から構成され、授業研究実施方法に関する助言や授業改善のための知識・スキルの伝授、モニタリングを担っている。さらに、中央レベルには、ナショナルサイエンスセンターの職員を中心として、国家教育支援チーム（National Education Support Team：NEST）が組織されており、PEST、DESTからのモニタリング報告のとりまとめ、中央レベルでの技術支援、情報共有などを実施している。
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対象事業実施体制

[bookmark: _Toc118450396]ザンビアの授業研究
授業研究は、日本の教育風土の中で育ってきた「同僚教師とともに教材を研究し、授業を実施し、それについて議論しその結果を次の教材研究に生かす」という「教材研究（Plan）」「研究授業（Do）」「授業検討会（See）」の原理が組み込まれた手法であり、必要に応じてこのサイクルを繰り返すことにより、教室レベルでの授業の改善を図るものである。ザンビアでは、下図のように、このサイクルを2度回す方式がとられており、①課題テーマの設定、②共同作業による授業準備、③研究授業の実施と参観、④参観者による反省会、⑤反省を基にした授業案の作成、⑥研究授業の再実施と参観、⑦参観者による反省会、⑧学びのまとめと記録といった、8つのステップを採用している。また、プロジェクトを通じて、導入された授業研究であったが、授業で実習や実験を導入してさえいれば生徒中心型授業となるという誤解により、表面的なものにとどまっているという反省から、フェーズ3の段階から、教材の発掘、選定、分析を通して教材の本質を見極め、子どもの実態に合わせて授業を構想し、授業案に反映させるといった「教材研究（Plan）」の重要性が強調された。さらに、教材研究を深めるため、単元ごとの教育内容と教授法が結びついた知識（PCK[footnoteRef:11]）を教師が身に着けることに重点が置かれた。 [11:  Pedagogical Content Knowledge（授業のための教科知識）の略。] 
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ザンビアにおける授業研究サイクル
[bookmark: _Toc118450397]報告書の構成
本報告書の第2章では、プロジェクトの形成段階、第3章はプロジェクトの実施段階、第4章において、教員養成校を対象とした授業研究の普及（フェーズ4）やプロジェクト終了後の波及時におけるCDのプロセス、また、第5章では、子どもの学びへの寄与の現状について、ライフストーリー・インタビュー対象者の語り（ストーリー）を中心として、調査者の解釈とともに記述している。第6章は結論として、調査者の主体的な視点からCD型事業の優位性、子どもの学びの改善の可能性を考察し、他の類似事業への教訓を示している。

[bookmark: _Toc118450398]第2章：自分たちのプロジェクトを計画する
[bookmark: _Toc118450399]授業研究との出会い
ティンディ氏は、中学校理科教師を経て、1997年より教育省教員教育局に配属された。その後、2002年から同局の現職教員研修課の課長として、プロジェクト形成、授業研究の導入から全国への展開に関わり、フェーズ2の2010年に教育省を定年退職した後も、プロジェクトの現地スタッフ、ナショナルサイエンスセンターのアドバイザーとして、教材研究、STEM教育、第三国研修など、プロジェクトに係るすべての活動を牽引している。さらに、2006年よりケニア人から引き継ぐ形で2015年までSMASE Africa[footnoteRef:12]会長を長年勤めた中心人物である。 [12:  ケニアSMASSEを拠点に開始されたアフリカ理数科教育域内連携ネットワーク（SMASE-WECSA）の名称変更後の呼び名。] 

ティンディ氏は、今のジンバブエの南ローデシアに住んでいたが、北ローデシアが独立した1964年に、両親の故郷、ザンビアに戻った。父親は南部州リビングストンで鉄道建設に携わっており、幼少期をリビングストンで過ごした。大学に通うためにコッパーベルトの鉱山企業からの奨学金を得てザンビア大学に進学し、そこで化学を学んだ。奨学金の返済のため、卒業後3年間、鉱山で働くことが条件であり、卒業後コッパーベルト州にある鉱山で働き始めた。当時、ザンビアの鉱山で働くということは死と隣り合わせであったと語っている。
当時、ザンビアの多くの親が、子どもが軍隊か鉱山で働くことに強く反対していました。それほど、鉱山での仕事には生命の危険があったのです。ザンビアの鉱山で1970年に大きな事故が発生して、泥流が坑内に流入し 89名もの犠牲者がでて、それから労働安全ということが叫ばれましたが、それ以前の鉱山での仕事は、人命が軽く扱われており、死と隣り合わせでした。
ティンディ氏は、鉱山での勤務を終えた後、西部州の中学校で教師に就いた。理科の教師をしつつ、ザンビアの教師が有志で運営する理科教員分科会（ZASE）と呼ばれる全国組織の活動にも積極的に参加していた。ここでは、教師たちが、授業改善のための勉強会を行っており、分科会に参加する教師たちの学校には、日本からの青年海外協力隊（JOCV）の理数科教師も多く派遣されており、ザンビアの教師と協力隊員が互いに模擬授業を観察し、改善点などを指摘し合っていた。彼はこの活動を振り返り、日本からきて英語がうまいとは言えない隊員が、子どもたちの関心を引き付けていることを興味深く感じており、当時、「授業研究」という言葉は知らなかったが、これが彼にとって、非公式な形での授業研究との出会いだったいたと語っている。
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ティンディ氏（元教員養成局現職教員研修課長）

[bookmark: _Toc118450400]理数科教員が足りない
ティンディ氏は西部州での理科教員の後、教員養成大学での講師を経て、90年代初頭、後に授業研究プロジェクトの実施機関となる教育省の教員教育局に配属された。この時期、「万人のための教育（Education for All）」 の流れを受けて、小学校の就学率が急増する中、中学校の受け皿がないことが課題となっていた。そのため、既存の小学校（1～7学年）に中学校（8、9学年）の機能を加えることで、基礎教育校（1～9学年）として、中学の就学率の向上を図るためのプログラム[footnoteRef:13]が行われていた。一方、この取り組みにより、中学校へのアクセスは改善したが、教育の質に影響する課題、特に、中学校における理数科の有資格教員の不足という新たな問題が生じた。中学校の現職理数科教員養成を担う組織として、授業研究プロジェクトの実施機関となる教員教育局の傘下にナショナルサイエンスセンターが設置されたが、その制度の課題についてティンディ氏は以下のように述べている。 [13:  このプログラムは「Support to Basic Education Sub-sector Investment Program (SBESIP)」と呼ばれ、小学校（初等）課程と中学校（前期中等）を統一し基礎教育校（1～9学年）としてアップグレードすることにより、9年生までの基礎教育のアクセスを担保するためのものであった。] 

問題は小学校をアップグレードしたことから、小学校で理科や算数を教えていた教師は、中学生で理数科を教えるための訓練を受けていませんでした。そのため、チャリンバナ教員養成校で行われていた小学校の教員養成コースの中に、現職の小学校教師が中学校の教師になるためのディプロマ・コースを開設しました。そのコースの理数科の教員養成を担うことを目的として、UNDPとUNESCOの支援により、教育省の組織として設置されたのが今のナショナルサイエンスセンターです。しかし、ディプロマ・コースマコースでは、現職の教師は3から6か月間学校から離れ、大学に通う必要があり、残された数少ない理数科教師の負担が増加するなどの課題が明確になりました。

[bookmark: _Toc118450401]スプリントの登場
ティンディ氏が教育省に配属されるのと同時に、イギリス国際開発省（DFID）による「英語・数学・理科教育向上のためのアクション（AIEMS[footnoteRef:14]）」が開始された。このプロジェクトでは、小・中学校への英語、数学、理科の能力向上のための教材開発、教員研修等が実施された。同時期に教育省での組織改編が行われ、教員教育局には、現在の組織に見られる教員養成（Pre-service）と現職教員研修（In-service）の部門が設置された。ティンディ氏は現職教員研修課の課長に就任し、AIEMSプロジェクトの担当として、州・郡に「教員リソースセンター」と呼ばれる地方の研修拠点となる施設を整備した。AIEMSは、現職教員研修に係る重要なインフラや制度をもたらしたが、その支援で構築された研修制度では、ザンビアの教育を取り巻く環境に適応しておらず、持続性が課題となったと、ティンディ氏は指摘している。 [14:  Action to Improve English, Mathematics and Scienceの略。1994年から2000年まで実施され、州教員リソースセンター（全国14か所）、郡教員リソースセンター（全国63か所）が設置され、それぞれのセンターにリソースセンター調整員が配置された。] 

プロジェクトは一時的に機能し、教育の質に効果をもたらしましたが、英国の支援が終了したとたん、予算が無くなり、教師は州・郡教員リソースセンターまでのアクセスの手段を失い、研修を受けることができなくなりました。国土が広く、学校が点在するザンビアでは、このような中央政府が主導する州や郡レベルでの研修制度は持続性がないことがわかりました。
教育省はこのようなドナーによる現職教員研修プロジェクトの経験を取りまとめ、1996年に教育政策である「未来を教育する（Educating for Future）」を発表し、新たなプログラムを立ち上げることになった。ティンディ氏とその部署のチームはこの政策を体現するため、現地調査を行い、その結果を基に教育省の現職教員研修制度として「スプリント」を発表した。スプリントでは、過去のプロジェクトの反省を生かして、州、郡リソースセンターで行われた研修を校内研修に転換した。教師は（その多くは州都にある）州教員リソースセンターまで出向く必要がなくなり、学校単位で教師が校内研修を通じて能力開発ができる仕組みが策定された。ティンディ氏自らが中心となって立ち上げた制度であるスプリントであったが、90年代の銅価格の下落による国家予算のひっ迫は、IMFによる省庁再編をもたらし、多くのチームメンバーが教育省から去っていった。彼らのことを想うと、「スプリントは、あなたのチームが作ったのですよね」と聞かれると、今でも誇らしく感じるとティンディ氏は話している。
スプリントでは、校内で教師が集まり、自らの課題などを議論することを目的とした「教員グループミーティング」という仕組みが導入された。しかし、ミーティングで話し合われていた内容は、授業の改善に関することもあったが、教員の待遇改善やドナーが支援するプロジェクトについてなど、その内容は学校により異なり、このような活動を継続することへの価値が見いだせない学校も多くあった。ティンディ氏は、この仕組みを活用して、当時、多くの教師が抱えていた課題であった、教科内容、教授法についての知識不足のため、なにか取り組みができないか、大学講師による教師への研修の提供などを検討していた。
そのような時、隣国ケニアでJICAが実施していたSMASSEを拠点とした「アフリカ理数科教育域内連携ネットワーク（SMASE-WECSA[footnoteRef:15]）」が立ち上がり、ザンビアを含めた周辺国を巻き込んで、理数科教育振興、教員研修制度構築などに関する技術交流、研修などが実施されるようになった。 [15:  Strengthening of Mathematics and Science Education in Western, Eastern, Central and Southern Africaの略。2001年の第一回SMASE-WECSA域内会合により発足し、ザンビアは2002年から初期のメンバー国として参加している。] 

[bookmark: _Toc118450402]バンダ氏が参加する
現在、ナショナルサイエンスセンター局の局長であるバンダ氏は、ティンディ氏とともに、授業研究プロジェクト開始当初からのカウンターパートであり、中学校の理科教員を経て、中央州教育事務所に配属され、フェーズ1の立ち上げに尽力し、フェーズ3の全国展開の際に、当時、教育省傘下にあったナショナルサイエンスセンターの長に就任し、プロジェクトの中心的なカウンターパートとして、活動をけん引した。
ティンディ氏は「ザンビアには理科教育分科会（ZASE）や数学教育分科会（ZAME）という既存の教師集団があったため、プロジェクトを推進するための理数科の教員リソースという意味では非常に恵まれた状況にあった」と話している。バンダ氏は、中央州のチペンビ女子中学校に理科教師として在籍していたが、彼もまた、理科教育分科会のメンバーとして、精力的に授業の質の改善に取り組む教師の一人であった。ザンビア大学の教育学部を卒業したバンダ氏であったが、同大学の教育学部の多くの学生と同様、教職は彼にとって第一希望ではなかった。「教師という職業は、価値のあるものではなく、どちらかというと否定的にとらえられていた」とバンダ氏は述べている。それでも教職を選んだのは、自身の小・中学校時代の担任や大学の講師の影響があり、ザンビアを発展させるための人材を育てる教師の可能性について以下のように言及している。
大学2年生から4年まで分析化学を教えてくれたキレマイル教授の影響を受けました。彼の授業は化学をわかりやすく見せたり、興味を引くように教えたり、様々な工夫がありました。また、小学校4年生と7年生の担任のサラティエル・テンボ先生と中学校10年生から12年生まではオビタ先生の影響を受けています。残念ながら彼らは全員ザンビア人ではなく、ウガンダ人だったのですが、彼らの授業から、「教師には国の将来に対して、何かできることがあるのではないか」という思いを強くしました。
バンダ氏は教職にあった2003年、当時、勤務していたチペンビ女子中学校に派遣されてきた協力隊の数学隊員に、日本での研修を勧められ、各都道府県がJICAの協力で実施していた海外技術研修員事業で、栃木県教育委員会にて8ヶ月間の研修に参加している。その後、教師としての実績、理科教員分科会への関り、日本への留学経験が認められ、2004年3月の帰国後、フェーズ1の開始に合わせて、中央州教育事務所の理科指導主事に就任した。バンダ氏は、プロジェクトへの参加について、「日本で学んだ指導法や授業計画に関する知識を教室で活用することはなかったが、それは、州教育事務所の行政官として、学校という限定的な場でなく、さらに広い環境で活用する機会を得ることができた」と語っている。
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バンダ氏（現ナショナルサイエンスセンター局長）
[bookmark: _Toc118450403]授業研究プロジェクトを計画する
ティンディ氏は、教育大臣からJICAの技術協力プロジェクトのプロジェクトドキュメントを書くことを命じられていた。プロジェクト形成のため、2004年にJICAザンビア事務所に企画調査員として鈴木氏が派遣される。鈴木氏はイギリスで教育開発に係る博士課程を修了し、国際機関などでの経験を持ち、教育開発の高い専門性を持っていた。また、JICAザンビア事務所では、チレシ氏という元ザンビア大学の教育学部長が教育担当の在外専門員として採用され、この2人と、教育省からプロジェクト形成を委託されたティンディ氏、日本での研修を受け帰国したバンダ氏を中心としてプロジェクトが形成された。
当時は、ケニアSMASSEにおいて用いられていたカスケード型[footnoteRef:16]の教員研修や「学習者中心の授業（ASEI-PDSI[footnoteRef:17]）」により教師の質を向上するというアプローチが、他のアフリカ諸国に展開されていた。授業研究プロジェクト形成が開始される以前から、ケニアSMASSEでの交流会や研修に多くのザンビア人が参加していた。ザンビア人の参加者たちは、ケニアSMASSEをみて、「素晴らしい、これをザンビアでもやろう」という肯定的な意見があった一方、ティンディ氏、バンダ氏は、「カスケード型研修は、ザンビアに合わないから別の方法を検討したい」という考えを持っていた。彼は、カスケード型研修では、研修講師と参加者による「学び合い」を通じた相乗効果を得ることは困難であると以下のように語っているが、これは、授業研究における教師と子どもの関係に合致し、プロジェクトの内容が、このような考えに影響を与えていることを示唆している。 [16:  滝（カスケード）の水が上から下に流れるように、中央の研修講師が地方の講師にそして地方の講師が教員に研修内容を伝えていく研修方法であり、そのメリットとして、比較的少ない費用で大量の受講者に研修を提供することが可能となることがあげられる（久保田2021）。]  [17:  ASEI-PDSIとは、ケニアSMASSEが生み出したActivity（活動に基づいて知識を得る授業へ）・Student（教師中心の授業から生徒中心の授業へ）・Experiment（講義中心から実験や実習を取り入れた授業へ）・Improvisation（身近な教材を使った実験のある授業へ）という教室のなかでの実践と、こうした授業に転換していくためにPlan（授業計画）・Do（授業）・See（評価）・Improvement（改善）に取り組むといった方法論。] 

私はカスケードモデルを信用していません。これは、イギリスのヒエラルキー・マスター・タッチで、水平方向の合意制アプローチ（Collegiality Approach）をもたらしません。カスケードにより、講師が受講生を教えるということは、「私はあなたより知識がある」と言っているようなもので、それは間違っています。それはまた、優越感や年功序列という要素をもたらします。講師に率先し発言することを恐れて、受講者の可能性を閉ざしてします。受講生にも講師より優れた点があり、その相乗効果でより良いものを作ることができるのです。それが私の信念です。
ザンビアにおいても、それまでの教員研修の多くがカスケード型を用いて提供されてきた。しかし、このような中央から現場の教師に伝達していく研修では、ドナーからの支援の終了に伴い、教師が研修実施場所までのアクセスの手段を失うこと、また、当時、エイズなどの病気による教師の死亡率が高く、加えて、移住、大学への復学による教師の離職が多く、カスケード型の一過性の研修では、研修内容が現場に根付かないということが課題となっていた。教育省はこれらの課題を1996年に発行した「Educating for Future」に取りまとめ、現職教員研修に際しては、①ニーズに基づくデマンド・ベースとする、②学校のニーズに基づき、学校自体もしくはリソースセンターをベースにする、③カスケード型研修は下部に行くほど効果が薄れることに留意する、④点在する学校に対する費用効率の高いプログラムを実施する、⑤教材の配布、新たな教科内容、マネジメントの導入時には研修を伴う、ことを規定した。
カスケード型研修の欠点を補完する形で教育省のスプリントに採用されたのが、校内もしくは近隣の学校単位で実施するクラスター方式による教員研修[footnoteRef:18]である。以下のチボンボ寄宿中学校の校長の語りからも示唆されるように、クラスター型研修は、学校単位、教科、学年により異なる研修ニーズ、現場レベルでカスタマイズできるため、教師の参加意欲を確保することができ、さらに、費用対効果や持続性の観点から効果が高い。その反面、研修が校内、近隣の学校といった限定された関係者間で行われるため、惰性になりやすく、その活性化には、外部講師によるインプットや州、郡リソースセンターを用いた広範囲の研修が定期的に行われることの重要性が指摘されている。 [18:  教員研修については、初期においてはカスケード型研修の仕組みの構築を目指すものが中心であったが、1990年代末にフィリピンにおいて授業研究アプローチが導入されて以降、学校ベースあるいは近隣校のグループにより形成されるクラスター型研修による授業研究の仕組みの構築や強化を目指す案件が増えていった。（又地・菊池2015）] 

[bookmark: _Hlk99172492][bookmark: _Hlk99173031]教師の置かれている状況は場所によって異なります。ですから、チボンボ寄宿中学校の状況も、近隣の学校のニーズとは同じとは限りません。私たち自身で研修を行うクラスターアプローチでは、外部からの講師よりも、より効果的に自分たちの課題に取り組むことができます。私たちの環境を理解していない人を待つよりも、自ら課題を解決する方がずっと効果的です。しかし、校内研修だけでは、お互いを知りすぎいて、時々、研修に真剣さが欠けることがあります。そのような時には、他国の講師など、外部から人が来ると学びが深まることがあります。しかし、それ以外は、非常に適切なアプローチであり、現地で多くの課題に取り組むことができると感じています。
ザンビア側は、当初、理科教育分科会を活用したプロジェクトを申請したが、有志教員の集まりである分科会はJICAの支援対象としては承認されず、替わりに教育省をカウンターパートとした政府間協力として、既存の教育省の校内研修制度であるスプリントを強化するという内容のプロジェクトが合意された。バンダ氏は当時を振り返り、スプリントを活用することで、ケニアSMASSEと一線を画したザンビア独自のプロジェクトを形成することへの意欲を次のように述べており、その過程は、授業研究のプロセスでもある計画、実践、検証、改善といった試行錯誤に満ちていたことを示唆している。
教師だった2002年から、今に至るまでSMASEアフリカ会議に参加していますが、その場で他のアフリカの国々が何をしているのか、日本がケニアに対してどのような支援をしているのかを知りました。そこで、ザンビアらしいもの、ザンビアが歴史に残るようになるものが必要だと考えました。ザンビアにはスプリントという、優れた現職教員養成制度があったのですが、それを紹介できていないことに気づきました。

私にとって、この旅の過程すべてがレッスン・スタディだったとも言えます。授業研究を始めた際には、プロジェクトの計画のたたき台となるものは何もありませんでした。私たちは、ザンビアで何をしようとしているのか、ケニアで参加した研修で課題を与えられ、それを必死にまとめたことを覚えています。

[bookmark: _Toc118450404]支援は要らない、自分たちでできる
企画調査員の鈴木氏は、ルサカにある自宅にティンディ氏とバンダ氏を招き、プロジェクトの方向性を何度も話し合っていた。そこで、スプリントで構築された校内研修の枠組みを活用し、経費をかけずに、教師が授業を改善し子どもの学びを変える方法として、授業研究の導入が検討された。そして、スプリントで整備された州、郡教員リソースセンターといった既存の施設やそこに配置された人材を活用が計画された。さらに、教育省の制度であるスプリントの活用は、同時に教育省予算を用いることも意味していた[footnoteRef:19]。これにより、日本側の投入を最小限に抑え、専門家1名、予算は専門家派遣と第三国研修の費用のみとし、通常のJICA技術協力プロジェクトのように本部所管でなく、JICAザンビア事務所の所管による2年間という短期のプロジェクトが形成された。 [19:  プロジェクト形成時のザンビアは、援助のモダリティーがプロジェクト支援から財政支援へシフトした時期であり、援助協調による「セクターワイドアプローチ（Sector Wide Approach：SWAp）」の下、ドナーが資金を拠出し合う「コモン・ファンド」が導入されていた。JICAを含めた各ドナーは、教育分野で個別プロジェクトを立ち上げることは実質難しい状況にあり、ザンビアの教育省制度であるスプリントを支援し、その活動のためコモン・ファンド（教育省予算）を用いるということは、当時のザンビアにおける援助動向からも時宜を得ていた。] 

「私がザンビアに行った時にはもう、杭が全部打たれてた。土台が打たれてて、その上に家を作っていった感じです。」プロジェクトに派遣された専門家の中井氏は、ザンビア授業研究プロジェクトの形成期をこのように表現する。バンダ氏は、プロジェクト形成のプロセスにおいて、企画調査員の鈴木氏、彼女の活動を支えたJICAザンビア事務所が、ザンビア側のオーナーシップを尊重し、援助への過度な依存を期待させない配慮を貫いたと述べている。
鈴木さん（企画調査員）は、私に「ザンビアには援助は必要ないと思う。ザンビアの人々は依存心があるからこのような支援は必要ない」といったのです。当時、それは厳しい指摘でした。でも、しばらくして、彼女の言っていることが真実であることに気がついたのです。私たちは英国式の制度で教育を受け、外から与えられることに慣れていて、自分たちの課題を自ら考えようとません。私はこの言葉に刺激され、葛藤しながらも「支援は要らない、私たちでできる」という思いを強くしていきました。そして、彼女は、プロジェクトの全ての内容を自分たちで計画することを支援してくれました。

[bookmark: _Toc118450405]中央州でプロジェクトが始まる
フェーズ1の対象となった中央州の州都、カブウェは、首都ルサカから北に約130キロに位置する。1902年に銅と亜鉛の鉱脈が見つかり、オーストラリアの鉱山にちなんでブロークン・ヒルと名付けられた。1930年代初頭にコッパーベルト州でさらに大きな鉱床が発見されるまでザンビア最大の鉱山として、植民地時代の産業の中心地として栄えた。しかし、1980年代に鉱山は閉鎖され、カブウェの経済は落ち込み、現在は廃坑の重金属により、世界で最も汚染された都市の一つといわれている[footnoteRef:20]。 [20:  https://www.ohchr.org/sites/default/files/2022-03/SacrificeZones-userfriendlyversion.pdf] 

教育大臣からJICAプロジェクト対象サイトについて、「最も顧みられていない州はどこか」と問われたティンディ氏は、即座に中央州と答えた。それまで多くの援助機関が首都のルサカ、もしくは産業の中心であるコッパーベルト州で教育プロジェクトを実施しており、経済活動の落ち込んだ中央州は、ドナーからの支援も限定的であり、文字通り顧みられない州であった。さらに、中央州は青年海外協力隊による授業研究の実績があり、理科教員分科会（ZASE）の会長で日本での研修を受けたバンダ氏の任地でもあった。そして、教育省の教員教育局がプロジェクト実施機関になり、日本人専門家の中井氏、教育省教員教育局のティンディ氏、中央州教育事務所の理科指導主事のバンダ氏の3名がタスクフォースに任命され、授業研究プロジェクトのパイロットフェーズが開始された。
[bookmark: _Toc118450406]日本人専門家が派遣される
企画調査員の鈴木氏は、ザンビアでのプロジェクト専門家のリクルートに際して、フィリピンの授業研究プロジェクトの専門家であった中井氏の任期が終わることを知り、日本で面会しプロジェクトの趣旨を伝えた。中井氏は、大学卒業後、日本の公立中学校の理科教師として勤務し、勤務先の学校で、道徳の授業を中心として、授業研究に取り組んだ実績を持っている。その後、青年海外協力隊を経て、1999年からは、「フィリピン初中等理数科教員研修強化計画プロジェクト」の専門家として、同国における授業研究の導入・普及に携わった。当時フィリピンでの専門家業務を終えたばかりの中井氏は、専門家の依頼を受けるにあたって、ザンビアの関係者がケニアSMASSEで用いていたカスケード型研修ではなく、校内研修である授業研究を導入したいと考えていることをJICAに念押しし、確認したことにより、専門家としての派遣を承諾した。彼はその理由を次のように述べている。
自分の教員経験からも、教師が子どもの前で授業をやるときの技術とか知識っていうのは、一回の研修では変わらないので、カスケードだとやっぱり自分がフィリピンで行ってきたことが生かせない。また、自分が教師だった時に一番ためになったのは授業研究だったんです。そういった実体からJICAに「カスケードではなくて授業研究でいいのですね」ということを確認し、専門家を請けることにしました。
中央州の教育事務所に着任した中井氏に対し、同室にいたバンダ氏は、自らがプロジェクト形成時に作成したプロジェクト・デザイン・マトリックス（以下、「PDM」という）を見せ「コーディネーションは自分たちでやるから、あなたには、授業研究の技術を教えてほしい、それは私たちにはできないことだから」と依頼してきた。中井氏は、これを聞き「彼らとは、フィリピンの時よりもうまくやれるかもしれない、自分たちがやることをきちんとわかっていて、自分たちで何かをやろうとしている。専門家として理想的なポジションでやれるかもしれない」と感じたという。中井氏はそれから15年間、この授業研究プロジェクトの全てのフェーズに、専門家のリーダーとして携わることになる。
[bookmark: _Toc118450407]フィリピン授業研究プロジェクトでの学び
プロジェクトの開始後、ティンディ氏、バンダ氏は中井氏が携わったフィリピンの授業研究プロジェクトへの視察を行った。フィリピンでは、クラスターと呼ばれる近隣の学校から成るグループから、授業研究の会場となる学校を選び、毎月、課題を抱えた教師が、クラスター内の教師の前で模擬授業（研究授業）を行うというものであった。視察に参加したティンディ氏は、「教師が授業研究のプロセスを通し、わずか1日で多くのことを学び、一方的に学ぶだけでなく、学んだこと自分の授業で実践することでさらに学びを深めることができる」という授業研究の利点を感じたと話している。そして、当時、その機能が形骸化しつつあった、既存の校内研修制度であるスプリントに授業研究を組み込むことにより、校内において、教師が継続的に学びその専門能力を高めるためるといった「School-based Continuing Professional Development through Lesson Study：SB-CPD-LS」のコンセプトの採用が定まった。ティンディ氏は、フィリピンでの視察が、このプロジェクトの枠組みを方向付けたことを次のように語っている。
スプリントでは、学校単位で教師グループミーティングを行っていました。しかし、議論の焦点が定まっておらず、そのため、教員グループミーティングの継続が難しく、教師がそれを続ける意味が見いだせない状況がありました。フィリピンの現場をみて、私とバンダは「これだ、これがザンビアに必要なんだ」と口走ったのです。教師グループミーティングを授業研究により強化したいと考えたのです。これが、今でも用いている標語の「授業研究を通じた、スクールベースでの継続的能力開発（SBCPD-LS）」のコンセプトが見つかった瞬間でした。

[bookmark: _Toc118450408]専門家の資質
プロジェクト専門家に求められる条件として、「教育者としての資質」を上げる中井氏は、「彼らが問題を問題と感じ、自分たちでどうにかしたいという気持ちになれば、活動のイニシアティブをもってもらえる。支援者として、いつも彼らの傍にいて、共に試行錯誤し、彼らが努力したことは、たとえ失敗しても、その経験をプラスに変えるための支援をしたいと思っている。考えてみると以前の日本の学校での学級担任としてのスタンスに近いかもしれない」と語っている。さらに、「プロジェクトに派遣されてきた他の日本人専門家も、活動の内容については意見の相違もあったが、ザンビア側のオーナーシップを重視するという点では合意してくれた」と述べている。
ザンビア側による試行錯誤を容認することは、時としてプロジェクトの遅れにもつながる。そのため、必要に応じてPDMの変更も余儀なくされた。「プロジェクトを決まった期間で終えることでなく、カウンターパートが試行錯誤のプロセスから、何ができるようになったのかということが重要」ということが中井氏の専門家としての基本姿勢となっている。JICAの担当者からは「現地カウンターパートに任せすぎると全体の活動が遅れてしまうのでは」という懸念が示されたこともあったが、ザンビア側が自分たちの予算で実施しているプロジェクトであること、専門家としてオーナーシップを重視している点を丁寧に説明することで、最終的には理解をしてくれたと中井氏は語っている。
実際、中井氏をはじめとする日本人専門家が示した「相手側の試行錯誤を重視した支援」は、ザンビア側のカウンターパートにどのように受け止められたのであろうか。当時、プロジェクト実施機関の教育省教員教育局の局長であったムバンガ氏は、プロジェクトの専門家による支援を他の援助機関の支援との比較を通して、次のように表現している。
私が思うに、JICAの支援の強みは、資金ではなく、人だと思います。しかし、JICAというか中井さんの人柄かもしれません。どちらにしても、彼は非常に強い個性を持っています。自分の意見を押し付けることなく、それはなぜか、どうすればできるのかを教えてくれる。他機関のプロジェクトでは、お金に物を言わせて、ザンビアの学校に他国の制度を移植して、うまくいかない。その上、「自分たちの言うことを聞け」といわれ、私たちは、そのような援助にうんざりしていました。しかし、JICAプロジェクトでは多くの議論がなされ、ザンビアのシナリオや状況に適応できるようプログラムを調整し、私たち自らそのレビューを行うことができました。
プロジェクトの開始時、中井氏と一緒に第三国研修などに参加し、中央州におけるファシリテーターとして現場で支えた中学校校長のカソンデ氏は、日本人専門家が提供し、支援した「試行錯誤のプロセス」という環境の中で自らの能力を向上させていったことを以下のように語っている。
中井さんからは小さなことから大きなことまで多くを学びましたが、具体的には、チームワーク、タイムキーピング、仕事に対する前向きな姿勢つまり、最終的に達成したいと思うこと、達成するまでやめないことです。これらは、中井さんが教えてくれたわけではなく、彼と接していて見えてきたものです。彼があれこれ指示するのでなく、お互いの交流から、知らないうちに私を鍛えてくれたと言ってよいでしょう。彼とはケニアやマレーシアでの研修に一緒に参加し、それを生かして教材やスキルブックを作ることを支援してくれました。彼は私の背中を押し、挑戦的な質問を投げかけ、常に機会を与え、私がやり遂げるのを助けてくれました。

種を植えてから、ゆっくりと育てていくようなやり方は、これまで私たちが経験したことのないものでした。庭と同じように、種が成長したら、あるいは萎れたら水をやり、どのように成長しているか見守る。これが、日本の支援のやり方でした。このように、植えたものが根付いていくには、自然という環境が必要なのです。

[bookmark: _Toc118450409]柔軟なプロジェクト運営
中井氏は15年間のプロジェクトを振り返り、「このプロジェクトは直営方式[footnoteRef:21]でなければ、ここまで授業研究や教材研究を展開することは不可能であったと思う」と述べている。アフリカでの授業研究の導入は初めての試みであり、開始当初、成果の予測は困難な状況であった。試行錯誤の結果、ザンビア版の授業研究が生まれ、そのためのガイドラインなどが整備されたが、ファシリテーター・ワークショップと呼ばれる教員研修やステークホルダー・ワークショップという学校管理職を対象とした研修は、すべて、事業展開プロセスの中で生まれた。さらに、相手国側の既存の政策であるスプリントを活用し、その制度、人材、予算を用いて活動を行うプロジェクトであったため、相手国側の行政、特に予算確保の状況にプロジェクトの進捗が大きく左右された。このようにプロジェクトの運営には柔軟な対応が求められ、そのためにPDMの活動をその都度、見直す必要が生じた。そのため、プロジェクトの活動を規定しているPDMの運用には、柔軟な態度が求められたが、バンダ氏は、専門家やJICA担当者によるPDMの運用が、本来のカウンターパート機関を巻き込んだ柔軟なものでなく、援助機関による一方的な管理に偏ることで、受益国側のオーナーシップに影響を与える可能性を示唆している[footnoteRef:22]。 [21:  「直営方式」とは、JICAが直接、専門家を個々に雇用する方式であり、近年、コンサルタント企業が受注する「業務実施型」が増えている中で、「直営方式」の技術協力は減少傾向にある。実施予算が業務実施型のようにコンサルタント企業との契約に基づいていないため、柔軟性が高いとされる。]  [22:  PDMはJICAの技術協力プロジェクトの根幹をなす文書と位置付けられている。事業実施の根拠となる相手国との合意文書（R/D）の一部をなすものとして、その改定にはJICAや関係者の意向が影響していた。しかし、2021年11月にR/D様式が改定され、PDMのうち、プロジェクトサイト、ターゲットグループ、成果、活動、指標等の改定プロセスが明示化され、より柔軟な運用が可能となっている。] 

私が接した日本人には、おおきく分けて三つのタイプの人がいました。これはザンビアの専門家だけでなく、他のアフリカ諸国やフィリピン、マレーシアで出会った日本人も含めてです。一つ目は、PDMに忠実に従い、柔軟に対応しない人。これには、メリットとデメリットがあります。利点は、PDMの計画を実現できるということですが、問題は、現地の人を一緒に巻き込んでいるかどうかどうかです。もう一つのタイプはどちらつかずのひと。彼らはJICAの望むことを知っていますが、現場で問題を見ているので板挟みにあって「東京（JICA本部）はこう言っている」といいます。そして、最後が、中井さんのように「PDMは気にするな、なぜなら現実はこうなっているからだ」という対応ができるひと。本部のいうことに必ずしも同意しないので、疎ましく思われる存在だったと思います。しかし、本部の担当は後でその重要性に気づくことになります。専門家は東京と相手国を結ぶ橋渡し役です。私が言いたいことは、専門家の態度は相手国のオーナーシップに影響を与えるということです。


[bookmark: _Toc118450410]第3章：アフリカで初めての授業研究
[bookmark: _Toc118450411]依存からの脱却
パイロットフェーズとして中央州で開始されたプロジェクトだが、教員や校長を研修に参加させることは容易ではなかった。ザンビアで援助機関が実施する研修では、多くの日当や交通費が支払われ、それは、教員が研修に参加するインセンティブになっていた。「ザンビアの教員の給与は低く、業務の後に家庭教師などの副業を持つ教師も多いため、その引き換えに業務時間外の研修に対して日当を求めることは、ある種、自然な要求といえる」とルサカ州教育事務所の行政官は話している。しかし、授業研究プロジェクトの研修は、ザンビア政府の教育政策であるスプリントによるものであり、教育省予算を用いて実施されているため、専門家の派遣や第三国研修を除く経費はJICAからは支払うことは計画されていない。教師の意識を変えることは、非常に困難な挑戦であったが、彼らに子どもの学びに対する当事者意識を持たせることも重要性をバンダ氏は次のように話している。
授業研究がどのようにしたら継続的に実施できるのか、ドナーの研修に参加したらお金がもらえるという教師の依存心をどのようになくすことができるのか、自分たちの無知を取り除くためになぜお金を提供する必要があるのか」ということを常に考えていました。文化や制度の中で作られた考え方を変えるのは容易なことではありません。そのため、同僚を説得し、教育省を説得し、郡教育事務局長を説得し、校長など何百人もの人々を説得することから始めました。それは、これはそれまで経験した中で一番ハードルが高いチャレンジでした。そして、わかったのは、彼らは自分たちの課題に気づいていなかったということです。つまり、自分たちに課題があることを受け入れることができなかったのです。そして、いつも失敗を子どもたちのせいにしていました。問題は自らにあるにもかかわらず。

[bookmark: _Toc118450412]第三国研修は海外旅行ではない
プロジェクトでは、ケニアSMASSEを初め、フィリピン、マレーシア、インドネシアでの第三国研修や、日本での本邦研修に参加した教員などがプロジェクトのファシリテーターとして、「生徒中心型授業」「教材研究」「PCK」などの概念を授業研究に持ち込むなど、海外での研修が、ザンビア人の能力強化と授業研究の普及、質の向上に大きな役割を果たした。
[bookmark: _Hlk109184744]しかし、プロジェクト開始前には、ザンビア内閣府の人材開発部が全ての研修プログラムの人選における最終決定権を有しており、その結果、教育省から見ても、プロジェクトからも必ずしも適切な人物が選ばれておらず、第三国研修を「海外旅行の機会」としてとらえる人物も少なからず存在したことを、元JICAザンビア事務所の担当者であるチレシ氏は指摘している。チレシ氏は、プロジェクトに研修参加者の選定権を持たせ、適切な人選を行うため、省内の人材に掛け合い、カウンターパート機関である教育省教員教育局が、第三国研修の人選を行えるように働きかけ、それを実現させた。彼は、海外での研修への参加を要求する教育省の行政官に対し、第三国研修は基本的に教師たちのものである、ということを関係者に説いていったプロセスを以下のように話している。
仕事柄、教育省に行く機会が多かったのですが、個人的に「私も日本にも行きたい」と頼まれることがあります。だから、私も日本に行ったことはないと、その例を挙げて、JICAの研修はそのような機会でなく、基本的に教師たちのものだということを理解してもらう必要がありました。ティンディさんだって日本に行ったことはないんですから。
特にマレーシアや日本に派遣できる人数は限られており、ティンディ氏は、研修担当として、参加者の選定理由を明確にするように努めた。「教育省の局長から、この候補者を日本に派遣してくれと頼まれても、「No」と答える」という強い意志を持ち、そして、開始当初からプロジェクトにかかわる彼自身も、日本での研修には一度も参加しておらず、プロジェクトの上層部として規範を示した。そして、プロジェクトでは、基本的に第三国研修の人選を校長に委ねた。校長は、教師の学校での業績を最も理解しており、加えて、研修を受けた教師が、校内研修を推進することで最も恩恵を受ける人物であることから適切な候補を選定するインセンティブが高い、とう判断に基づいている。
研修から帰国した教師は、ファシリテーター・ワークショップの場で、そこで得た知識を他の教師に共有することを求められた。同時に、研修先であるケニア、マレーシア、日本の研修講師が実際にザンビアに来て、研修参加者の活動を観察するといったフォローアップも企画されたため、参加者は、学んだ内容の活用について真剣に取り組む必要があった。研修参加者は、現在でも州教育事務所において、授業研究リソースパーソンとして登録されており、教育省が開催するワークショップや世界銀行など他援助機関による研修機会にそこでの知識を共有する役割を担っている。
[bookmark: _Toc118450413]日本で学ぶことの意味
フェーズ2からは、他国の研修員と共に参加する本邦研修（課題別研修や地域別研修）でだけでなく、プロジェクトがオーダーメイドで大学等の実施機関に依頼する本邦研修が実施された。中井氏は、このような本邦研修について「授業研究の中身の部分、実際、授業をどのように行うかという核心を、カウンターパートが自ら考えると言う意味で重要な機会になった」と話している。プロジェクトでは、問題解決型授業を導入し、子どもたちが参加し、仮説を検証する面白い授業ができるようになったが、教師の事前準備（教材研究）が十分でないため、子どもからの多様な質問に対応することができていないことをカウンターパートが、自らの課題としてとらえる機会となった。そこで、フェーズ3からは、「教材研究」に関する研修を日本の大学に依頼することでオーダーメイドな研修が提供されている。このように、本邦研修では、カウンターパートから出てきた課題に対応した需要ベースの研修が提供されたことで、彼らのキャパシティの向上に大きく寄与したといえる。本邦研修に参加した中央州の郡教育事務所の指導主事は、授業研究における模擬授業の観察において、教師を見るのではなく、授業の主体である子どもに目を向ける必要があるという気づきを得たことで、教師に意味のある助言を与えることができるようになったことを次のように述べている。
日本に行く前から、授業研究を行っていましたが、そのやり方は、単に授業を観察し、授業をしている教師を後ろから見て、反省会でよい点、悪い点を指摘し合うだけのものでした。日本に行き、私たちが授業をしている教員だけに注目して、生徒が授業から何を学んだかということには関心を寄せていなかったことに気が付きました。日本では、観察者は生徒の顔を観察しながら、子どもが学んでいるかどうかを確認します。グループ分けをしたときでも、グループ内での話し合いが、本当にその子どものためになっているかどうかを観ています。私たちは、教師というステークホルダーに集中しており、子どもという最も重要なステークホルダーを重視していなかったのです。
特に、「日本での研修は、その内容を途上国の現場でも活用ができるように配慮されている」と評する研修参加者が多い。その1人、南部州のチャールス・ルワンガ教育大学の講師であり、大学でCPDコーディネーターを務めるビサニ氏は、本邦研修では、最先端の技術や情報に触れることを期待していたが、ザンビアの教育現場でも十分活用することが可能な、身近で入手できる教材が使われており、教材の準備には、むしろ教師の想像力が重要であることに気づいたことを次のように語っている。
[bookmark: _Hlk109838192]先進国である日本に行くということは、授業でも洗練されたものを見ることができると思っていました。しかし、日本の教師が使っていた教材は、近くの店で買うことができるとてもシンプルなものでした。彼らは本当に身近な物や環境を使って教えているということです。ハイテクもなければ、高価な機材もなく、すべてが近所のお店の中にあるようなものばかりです。ペットボトルが、即席に振り子になっているのを目にし、教師の想像力が試されることを理解しました。どうすれば最善の方法で教えることができるかを考え、何が使えるか、自分で試してみることの重要性を知りました。

[bookmark: _Toc118450414]学校の管理職を巻き込む
「校長がしっかりしているところは授業研究もきちんとやっています。それは日本も一緒で万国共通です」と中井氏が語るように、年間計画を策定し、費用も含め、教員を支援する役割を担う校長が理解を示すことの重要性が認識され、校長への啓発を目的としたステークホルダー・ワークショップが生まれた。同ワークショップでは、各校での実施状況についてのモニタリングレポートの提出と報告を校長に義務付け、校長が校内での授業研究の実施を把握する仕組みが構築された。ティンディ氏は、校長、教頭といった管理職のオーナーシップを醸成することの重要性やそれを可能とするステークホルダー・ワークショップの有効性を以下のように述べている。
各学校は学期の初めに授業研究プログラムを作成し、そのプログラムを確実に実施することが求められます。ここで重要となるのが校長の役割です。授業研究は学校ベースで行われるため、校長がその時間を作る必要があります。（中略）私は、校長が自分の学校、生徒、先生をどのように呼ぶかに注目しています。「私の学校、私の生徒、私の先生」と表現している校長は、たいていオーナーシップが高く、授業研究の導入もうまくいっています。

チボンボ郡の小学校の校長の一人は当初、授業研究に反対していました。しかし、ステークホルダー・ワークショップを通して、以前とは違った意見を持っています。そのような観点から、このワークショップは、参加者のターニングポイントになった可能性があり、このような機会を与えたことが、非常に重要であったと感じています。

ファシリテーターとして、授業研究の普及に携わっていたマルコモファット教員養成校の講師フィリ―氏は、校長を授業研究の実践に巻き込む際、彼らが最も関心を寄せている子どもの国家試験の成績が授業研究の導入により向上したことを明示した中央州のインパクト調査の結果[footnoteRef:23]を用いて、その有効性を説いたと述べている。 [23:  ザンビア教育省“Report on the Impact Assessment of the School -based Continuing Professional Development Programme in Central Province”（2010年）] 

[bookmark: _Hlk109184852]このプログラムは中央州で始まり、中央州の学校は授業研究のおかげで好成績を収めるようになりました。中央州は国内でも国家試験の結果が悪い州の一つでしたが、ルサカの次に子どもの成績が高くなったのです。これが、教育省がプログラムを波及するきっかけになったのだと思います。私はこの中央州の結果を使って、学校での授業研究を推進し、子どもの成績が良くなるように仕掛けました。というのも、通常、校長は自分の学校の試験合格率を上げることに大変熱心だからです。校長を含む管理職にとって、これは大きな関心事です。
[image: 屋内, 人, 持つ, 立つ が含まれている画像

自動的に生成された説明]
南部州でのステークホルダー・ワークショップ

[bookmark: _Toc118450415]経験を取りまとめる
[bookmark: _Hlk108540630]プロジェクトでは、フェーズ1の実践を通して得た経験を「授業研究実施ガイドライン」に取りまとめていった。この作成に最初から関わるティンディ氏は、「授業研究で経験したことだけでなく、日本やケニアで学んだ内容をザンビアの状況に合わせて文書化することにより、自分たちの活動を振り返ることができた」と話している。さらに、プロジェクトが支援した調査研究の結果、各州の好事例などがガイドラインに盛り込まれ、経験の蓄積に伴って初版から第5版まで改訂を重ねた。ガイドライン作成に当初から関わる中央州の州教員リソースセンター調整員であり、州教育支援チーム（PEST）のメンバーであったカゼゼ氏は、「授業研究ガイドラインの作成を通し、自分たちが実践を継続的に改善できていることに誇りを感じた」と述べている。
さらに、校長などの管理職に対しては「学校運営スキルブック」が作成された。これは教師の役割、学科長、副校長の役割や、教師への声掛けの方法など、学校での授業研究の運営に役立つ内容にするために、現場の州教育支援チーム（PEST）のメンバーが中心となり作成した。当時のメンバーの一人であるカゼゼ氏は、学校やゾーンといった生徒に最も近い現場の関係者に権限を委譲するボトムアップの必要性と、そのために、学校関係者にとって使い勝手が良いガイドラインやスキルブックを提供することの重要性を以下のように述べている。
このプロジェクトで学んだことの1つは、学校に権限を与えていることが重要である点です。プロジェクトが2005年に始まり、フェーズ2が終わる2010年、2011年のころ、最終的には学校やゾーンが、この取り組みや介入の主体となることが期待されました。学校やゾーンが活動の意味を明確に理解し、それを保持し、受け入れることができたなら、取り組みは持続的になり、その影響や受容性は長期に渡って維持されます。つまり、中央レベルの人々の関与を、底辺の人々に委ねるということです。上層部が押し付けるのではなく、上層部が主導したものを下層部に引き継ぐべきです。このプログラムの場合、ガイドライン、スキルブックや教材研究の教材がその役割を果たしたと感じています。

[image: ]
フェーズ3で作成された授業研究実施ガイドライン、マニュアル類

[bookmark: _Toc118450416]拡大フェーズが始まる
2005年から2008年までのフェーズ1の後、ティンディ氏とバンダ氏は次の段階に進む手段を考えていた。その際、中井氏から「さらに、2州を対象としてみてはどうか」という提案を受け、一つは都市部のコッパーベルト州、もう一つは農村部の北西部州を選び、環境の異なる州でどのように授業研究が実践されるか試し、多様性を持つザンビア全土への普及の足掛かりとすることを決めた。農村部は、学校の教師の数が少なく、少ない教員同士では議論が活発にならない。一方で都市部は教員数が多く、優秀な人材がいるが、多数の教師をどのようにまとめるかが課題となる。地域によりこのような課題があることをスプリントの経験から、すでに理解していたティンディ氏は、これらの属性が異なる地域で授業研究を実施し、教訓を得ることは、将来の全国展開の布石となると考えた。
フェーズ2では、中央州も引き続き対象となり、同州では、中学校の理科以外の教科に加え、理数科の素養が乏しい小学校にも授業研究を導入することが決定された。一般的にザンビアでは、小学校教員は子どもたちの関心を引くための教授法に長けており、一方で専門教科別の中学校教員は教科内容への理解が深いといわれている。ティンディ氏は、「小、中学校の教師が一緒に授業研究を行うことで、双方の強みを生かし、相乗効果が得られた」と話している。さらに、以下の中央州ムワヤスンカ中学校の副校長の話のように、全教科に授業研究が導入されたことが、学校での持続性を強化したと考える関係者も多い。
当初、授業研究は理数科のみで実施されており、他の教科の教師たちは、「プログラムは理数科だけのもので、私たちは関係ない」といっていました、しかし、今では、他の科目の教員も含め、全員が授業研究に参加しています。全教師が参加することで、オーナーシップが高まり、授業研究が継続的に実施できているのだと思います。

[bookmark: _Toc118450417]ビジョンを共有する
フェーズ2から、実施機関の教育省教員教育局の局長として、ムバンガ氏が就任した。彼女は、元々中学校の生物の教員であり、中央州のクワム・クルーマ教員養成校の学長を経て、局長に就任した。「彼女はティンディ氏、バンダ氏の上司に当たる人物であるが、高いオーナーシップと物事を戦略的にする進める能力を兼ね備えていた。プロジェクトの拡大フェーズにおいて、ムバンガ氏が実施機関の局長に就任し、そのビジョンが教育省の上層部やプロジェクトメンバーに共有されたことが大きな成功要因であった」と中井氏は振り返る。ムバンガ氏は、常にプロジェクトの持続性がどのように確保できるかを考え、その意識をプロジェクトメンバーに共有し、ザンビア側のオーナーシップによる活動の実施をメンバーに求めた。彼女は、このようなビジョンを持つに至ったきっかけを以下のように語っている。
私が中央州教育事務所の行政官だった頃、ドナーの支援により女子教育プロジェクトが始まりましたが、ムンブワ（中央州の町）に行き、教師や校長先生たちと面会して、そのプロジェクトについて説明したことをよく覚えています。その際、ある校長が感謝の言葉を述べるために立ち上がり、「このプロジェクトを立ち上げてくれて、そして、いくつもの途切れないプロジェクトに参加させてもらい感謝します」という言葉に続いてこういったのです。「形があったのに形が消え、目的があったのに目的が消え、活動があったのに、活動がまたなくなることを止めるにはどうしたらいいのでしょう」この言葉は、私の心の中で鳴り響きました。プロジェクトに疲れた人たちがここにいる。私にとっては、それが思いを変えた言葉でした。
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ムバンガ氏（元教育省教員教育局局長）

[bookmark: _Toc118450418]プロジェクトからプログラムへ
フェーズ2ではスプリントを強化し、授業研究を支える実施体制が整備された時期でもある。学校休暇に開催されるステークホルダー・ワークショップにおいては、各学校からの定期報告行われ、学校現場の活動を把握する機会が設けられた。これと並行し、教育省は、中央政府から末端のゾーンまでの支援体制を整備した。州教育支援チーム（PEST）、郡教育支援チーム（DEST）が設置され、これらのチームの学校訪問により、授業研究の実施状況の把握、支援が行われた。また、各州の実施状況は、四半期ごとに開催される国家教育支援チーム（NEST）テクニカル・サブコミッティ会合で報告されることになり、学校現場から中央に至るモニタリング体制が整備された。プロジェクト実施機関である教員教育局長のムバンガ氏は、「これをプロジェクトではなく、プログラムにするために何ができるか」ということを常に考え、既存の教育政策であるスプリントの学校現場での活動を強化することにより、持続的なプログラムとしての確立を目指した。
私たちが気づいたのは、プロジェクトが多すぎて、教員たちがどのプロジェクトに参加したらいいのか分からなくなっていたことです。なので、プロジェクトではなく、プログラムでなければならない。既存の政策であるスプリントを用いたことは私たちにとっては、無駄を避けることにつながりました。これは既存のプログラムです。また、学校の責任者が計画を立てて、このプログラムを学期毎に実施することができれば、教師たちの継続的な専門能力開発（CPD）が可能になります。ドナーによるプロジェクトは、その内容の如何にかかわらず、より多くの資金を提供するプロジェクトに人が集まってしまいます。しかし、資金が底をつき、それで終わりです。JICAのプロジェクトは、自分たちのプログラムとして実施できました。資金は提供されていません。あるものは何でも使って、予算内でやりくりしする。それが、スプリントが持続的に実施できている理由です。
中井氏もまた、授業研究プロジェクトの優位性について、「このプロジェクトは、基本的に教育省の事業としてやってるように見えるということ」と話している。実際、フェーズ3の全国展開から対象として加わった州では、JICAが授業研究を支援している事実を多くの教師が知らない。JICAが財政的に支援したガイドラインや教材などにも、ドナーの支援とわかると研修参加者からの日当要求などが生じる可能性があるため、JICAのロゴを表紙には明記しないといった方針が取られている。他方、「目に見える援助」を標榜するJICAの担当からは、「日本の援助としての広報はどうなってるのか」という懸念が示されることもあり、プロジェクトの専門家としては、悩ましい部分であったと中井氏は述べている。
[bookmark: _Toc118450419]マスタープランを取りまとめる
「当時、教育へのアクセスに関しては課題が解消されつつあったが、教育の質は、泣きたいほどひどい状況であった。子どもが学ぶ授業ができる教師を育てる、というのが私たちの目標だった」と当時を振り返るムバンガ氏は、このような状況のなか、教育省として、「学校における継続能力開発（SB-CPD）マスタープラン[footnoteRef:24]」の作成に取りかかった。その中には、授業研究の全国展開のみならず、フェーズ4の対象となる教員養成校への授業研究の導入なども盛り込まれた。また、同マスタープランにはドナーからの単発的なプロジェクトを回避し、それらのプロジェクトを教育省のプログラムとして取り込むことが意図された。つまり、ドナーには「小学生の読み書き（リテラシー）を支援する」と表明するかわりに、「リテラシーの強化は教育省のマスタープランに含まれているか」と確認することを求めた、とムバンガ氏は述べている。彼女は、このマスタープランを策定することの重要性を、本邦研修での授業研究の視察を通して認識したと語っており、授業研究における「仮説検証」の概念が、プログラムの持続性にも寄与していることがわかる。 [24:  Master Plan for Enhancing Teacher Professional Growth through School-Based Continuing Professional Development.] 

マスタープランの構想を思いつく少し前、私は日本に行く機会を得ました。日本で授業研究の状況を約一カ月間視察して回りました。授業研究では教師が、同僚とともに授業の計画を立てて、実践し、何がうまくいかなかったかをレビューします。このような現場を目にして、自分たちで計画を立て、検証していくことの重要性に気付かされました。授業研究で目にしたことをマスタープランに活かしたい。このことが、私がこのマスタープランの作成を主導し、チームとともに作り上げる原動力になりました。

[bookmark: _Toc118450420]ザンビアで人材育成をしたい
「学校における継続能力開発マスタープラン」では、授業研究の全国展開にあたり必要となるファシリテーターや校長への研修をナショナルサイエンスセンターもしくは、チャリンバナ国立現職教員養成大学（NISTCOL[footnoteRef:25]）において行うことが計画された。これは、ケニア、マレーシア、日本での研修により養成されたザンビアの人材を活用して、プロジェクトに頼らず、自分たちで必要な人材育成を図ることを意図したものであった。当初、チャリンバナ国立現職教員養成大学との調整を始めたムバンガ氏であったが、大学関係者からの強い反発を受け、その活用を断念した。他方、サイエンスセンターはムバンガ氏が率いる教育省教員教育局の傘下のユニットであったが、当時、組織、人員、施設全てが非常に貧弱であり、機能不全に陥っていた。ムバンガ氏は当時を振り返り、そこでの状況を次のように述べている。 [25:  National In-service Teachers Collegeの略。] 

教育省で局長になった時、ナショナルサイエンスセンターは、私の局の管轄になりました。私はサイエンスセンターを訪れ、何が起こっているのかを確認し、それを上層部に報告しました。教育省では毎週月曜日に定例会がありますが、私は「次回、サイエンスセンターで会議をしましょう」と提案しました。そこは、教育省が使い古した廃車が放置されており、建物の雨漏りがひどく、雨が降るとそれをよけるため、部屋の片隅に人が集まるような場所でした。ほぼ、なにも機能しておらず、月に10台ほどモバイル・ラボ[footnoteRef:26]を製造し、学校に配布することだけが行われていました。自己資金を得るため敷地内でバーが経営されてました。教育機関がバーを経営していたのです。会議の出席者は皆、教育省の施設がこのような状況にあることにショックを受けていました。それ以前に、そもそも、サイエンスセンターとは何なのか、ここで行われるべきことは何なのか、とうことすら分かっていない状況でした。 [26:  モバイル・ラボとは、簡易な稼働式科学実験キットであり、教育セクター・プール・ファンドなどの資金を用いて、ナショナルサイエンスセンターが作成し、理科実験室がない学校に配布されている。] 

「バンダ氏を見つけたことが幸運だった」とムバンガ氏は話す。彼女は上司の次官に「もし、あなたがこのままでいいと思うなら、それでもいいですが、もし、変革が必要だと思うのなら、バンダ氏をトップに据えてください。意欲のある人物がこの国には必要なのです」と懇願し、バンダ氏をサイエンスセンター長に就任させた。バンダ氏の就任により、ムバンガ氏はその手ごたえを感じ始めていた。そして、このプログラムを外部の人材に頼るのではなく、内部の人材で率いるため、バンダ氏を日本に留学させ、将来的には日本人専門家の代わりに、ザンビアにおける教員教育を担う人物になってほしいという思いを強くしたと述べている。
バンダ氏がこのプログラムを推進するには、ある種のマインドセットが必要だということも分かりました。日本人専門家と一緒に仕事をしていて、私が感じたことは、自分たちの考えと彼らの考えは大きく異なるということです。異なる環境、異なる文化に触れて、能力・スキルだけでなく、「やればできる」というメンタリティを持って帰国してほしいと感じました。もし、彼が他のザンビア人と同じ考えなら、私たちは何も変えることはできないでしょう。 だから、彼には日本人のようなメンタリティをもって、変革のプロセスを開始してほしいと考えたのです。その決断は簡単なことではありませんでした。私は我に返って、「自分は何をしているのだろう」と自問したこともありましたが、自分が何を達成したいのかを考え、改革のプロセスを押し進めたのです。
ムバンガ氏は中井氏及び、JICAザンビア事務所にそのことを相談した。プロジェクトの重要なカウンターパートであるバンダ氏が不在になることには、大きな懸念が示されたが、相談を受けた、JICAザンビア事務所のチレシ氏は、自身の省庁での人事選考の経験をもとに、今後、バンダ氏を教育省の中心に据えて事業を進めるには、少なくとも修士号の取得が昇格の条件になると判断し、大使館の長期留学制度を使った日本での修士課程への留学を提案した。
バンダ氏が留学中の2年間は、サイエンスセンターは手つかずの状況にあったが、彼の帰国後は、息を吹き返したように活動が活性化した。1カ月に10台しか作ることができなかったモバイル・ラボが1日1台製作できるようになり、その仕様も、簡単な実験キットから、文字通りモバイル・ラボと呼べる実用的なものに進化した。廃車の墓場も見違えるようにきれいになり、訪問した教育省関係者は、その変化に目を見張った。ムバンガ氏は、「彼の持っているエネルギーがセンター全体に行き渡ったような感じを受け、一緒に働いているスタッフの考え方が変わり、改善のプロセスは加速した」と当時を振り返る。
バンダ氏はナショナルサイエンスセンター長として、再建計画を進め、その後、日本の貧困削減無償資金協力（PRS無償）を取り付け、研修・実験棟が建設され、教育省が管理棟を建設することにより、教育省の中でも最も整備された施設として生まれ変わった。その結果、当初、教員教育局の一つのユニットであったサイエンスセンターは、2018年1月に新たに局として格上げされた。これに伴い、プロジェクトの管轄は教員教育局からナショナルサイエンスセンター局に移管された。新たに設置されたナショナルサイエンスセンター局は大きな予算を持つことになり、また、研修講師などの人材活用も、教師教育局を通さずに単独で判断でき、モニタリングチームの派遣などがタイムリーにできるようになった。そして、バンダ氏は教育省で最年少の局長として、ナショナルサイエンスセンター局を率いることとなった。
2022年時点で、ナショナルサイエンスセンターには、178人のスタッフがいるが、その中核となる講師陣たちの多くが、各州でプロジェクトを通して授業研究に熱心に取り組んだ行政官や教師であり、活動が評価されて昇進し、センターに移籍してきた。バンダ氏は、このようなアカウンタビリティが高い昇進制度が、授業研究の普及を後押ししたことを次のように語っている。
私は、昇進のために授業研究に取り組んだわけではないですが、結果的に自分の昇進により、授業研究のインパクトがより広がったと考えています。授業研究を頑張った教師の多くが、昇格したことは結果であって意図したことではありません。つまり、昇格した人達は、現場に貢献できることを証明した人たちだといえます。しかし、このようなアカウンタビリティのある昇進制度のおかげで、多くの人が自らの能力を向上させることができます。
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ナショナルサイエンスセンター局の管理棟

[bookmark: _Toc118450421]全国展開で直面した困難
フェーズ3では、それまで3州に普及した授業研究への支援を継続しつつ、残りの7州を加えた全国展開が実施された。日本人専門家の人数も増え、全国展開の体制が整ったが、多くの活動が教育省の制度として実施されるため、教育省の予算執行手続に時間がかり、手続きをしても予算執行がなされなないなど、活動に遅れが生じた。さらに、教育省の他の活動や他ドナーの活動との重複により、実施の鍵となる人員が活用できないなどの問題が生じた。さらに、JICAから資金が提供されないことがわかると、参加を拒む州、ファシリテーターの育成のための予算や人材を割くことに消極的な州、日当や宿泊費が支払われるドナーの活動が重視される州など、全国展開には多くの困難が生じた。そのため、教育省のムバンガ氏を初め、カウンターパートは、拡大した州において、授業研究は教育省のプログラムであることに多くの時間が割かれた。
新たに加わった州の教師たちも、それまで用いていた授業計画の立て方や教授法を変えることに抵抗を示し、多くの業務を抱える校長も、国家試験の結果に重圧を感じつつ、多くの時間が取られると考えられていた授業研究に批判的な者も少なくなかった。全国展開は完了したものの、その持続性の確保は必ずしも十分とは言えず、その仕組みの構築を常に模索していることをバンダ氏は以下のように語っている。
ある時期から私たちのキャパシティが足りなくなり、思い通りのプロジェクトにならなくなりました。私たちは、通常のやり方から逸脱し始め、あちこちで問題が生じました。教育省からの支援を得つつ、全国展開をなんとか完了させることはできましたが、全体としてみると、私が期待していたようなものではありませんでした。時々システムがダウンして、活動が止まることがあると感じています。そのために、持続性のあるシステムをどう作るかを常に考えています。このことは私の修士課程、博士課程の研究テーマでもありました。仕組みの保持には「サスティナビリティ」という言葉が使われますが、それは具体的に何を指すのでしょうか、ザンビアで開発援助を受ける際、どのような方法が私たちにとって持続可能なのか、私の個人的な関心でもあります。

[bookmark: _Toc118450422]制度化により定着を図る
「授業研究を全国展開した際、学校では時間がかかるという理由により、多くの教師が授業研究に興味を示さないといった課題が生じた。教師たちの意識も、良い教師になるためにCPDを受け入れるのでなく、昇進し、高い給与を得るために資格などを取得するという態度であった」とムバンガ氏は述べている。そのため、ケニアの制度を参考にして、学校でのCPDを、教師の待遇や昇進に結びつけるための法的枠組みの設置が検討された。ムバンガ氏は教育省大臣の支援を受けながら、弁護士、法務大臣、大学講師などを招集し、委員会を立ち上げ、「ザンビア教職カウンシル」（Teaching Council of Zambia）を設置し、CPDを制度化するための法的枠組みの検討プロセスを開始した。政変による混乱を受けつつ、2013年には法的枠組みである「教職専門規定（Teaching Professional Act）」という法令が策定され、教師に対するモニタリング、授業研究を含めるCPDの推進を目的としたザンビア教職カウンシルが設立された。その後、2016年にザンビア教職カウンシルにより、教師の登録制度[footnoteRef:27]が導入され、教師が校内で授業研究に参加すれば、3年ごとの教員免許更新に必要となる得点（クレジット）を得ることができるようになった。ムバンガ氏は、ザンビア教職カウンシルの設置によるCPDの制度化は、授業研究に対する教員の意識や態度に変化をもたらしたことを以下のように語っている。 [27:  教員免許の更新のためには、幼児教育から大学まで全ての教師が3年間で150ポイントが必要となり、特に授業研究を含めた校内研修の参加は、高いポイントを得ることができるとしている。2019年にはUNESCOの支援により、教職カウンシルから「教職実践基準（Standards of Practice for the Teaching Profession in Zambia）」 の実施ガイドラインが発行された。さらに、透明性、利便性の確保のため、校内研修の実績をオンラインで管理できるIT化の支援など、同制度化の強化が図られている。] 

私たちは教師たちに常に学び続けてほしかったのです。私が州の視学官だった頃、20年前に教員養成校を卒業した教師たちが何も進歩していないことに気づきました。つまり、1年間、養成校で学んだことを20年繰り返しているのです。学校で得たことの上に何も築いていない。20年前に学んだことは、今の教室では通用しないのです。そこで、継続的に新たな知識を得るための教師の意識改革ができないか、それが、継続的専門能力開発（CPD）の考え方でした。ですから、ザンビア教職カウンシルは、単に教員の校内研修への参加時間だけでなく、彼らがどのような質の仕事をしているかを評価します。それにより、教師の意識も変わり、新たな知識を得ることに積極的な教師が増えていきました。

[bookmark: _Toc118450423]アクション・リサーチとしての授業研究
持続性を担保するための一つの取り組みとして、教育実践論文集（ジャーナル）の発行が開始された[footnoteRef:28]。「授業研究には、その名の通り、アクション・リサーチとしての要素があり、授業研究により得た成果をジャーナルにまとめ、共有することで、継続的な改善ができる」、とナショナルサイエンスセンターにおいて、2013年からジャーナルの発刊を担当している調査・研究部長のチュレア氏は話す。実際に、授業研究での実践に係る研究成果の多くがプロジェクトで作成したガイドラインにも反映され、ファシリテーター・ワークショップなど場を通して関係者に共有され、教育現場での実践に活用されている。 [28:  プロジェクトの支援により「ザンビア教員職能開発ジャーナル」の発刊が開始された。これとは別に、2021年からナショナルサイエンスセンターは「STEMジャーナル」の発刊を開始した。バンダ氏がこれらのジャーナルの編集員長を務める。] 

[bookmark: _Hlk109184994]さらに、国際会議などでの論文発表は、授業研究の中核人材が、他国の教育関係者の考えや国際的な動向を学ぶ機会となっている。ジャーナルの査読委員会への査読指導を担当していた中井氏は、JICA担当から「ジャーナルは子どもの成績にどうつながるのか、お金の無駄では」と問われることもあるが、ジャーナルの発行は、教育研究や実践の蓄積が殆どないといわれるアフリカにおいて、中核となる人材が他国の技術や考えに触れ、自分たちの状況を客観的に見る機会を与え、将来の政策を作る上で重要である、と考えている。
ルサカ州教員リソースセン調整員のムゾラ氏は、2018年に授業研究の係る研究を中国で実施された世界授業研究協会おいて発表し、その論文に興味を示した英国の大学から、名誉博士号が授与されている。さらに、授業研究に関する論文を執筆し2014年のインドネシアでの国際会議で発表した校長のカソンデ氏は、授業研究の研究成果の発表が新たな業務につながり、自己開発を進める機会となったことを次のように述べている。
プロジェクト実施中にインドネシア、イギリスのエクセター、オランダのアムステルダムでは論文を発表することができました。このような論文に関心を示した組織からの依頼により、最近生徒のメンタルヘルスに係る研究を行い、それがUSAの「リーダーズ・アフリカン・マガジン」に掲載されました。私にとっての自己開発とは、プロジェクトの経験によるものであり、それ以前には個人的に成長したという実感はありませんでした。授業研究を通じて仲間の教師たち、優れた知識を持つ関係者に支えられ、研究論文を発表することができたことも、私が個人的に成長できた貢献要因だったと思います。
[image: ][image: ]






 
インドネシアの国際会議での授業研究に関する発表　　　　　発行されたジャーナル


[bookmark: _Toc118450424]第4章：授業研究を広める
[bookmark: _Toc118450425]教員養成校での授業研究
全国の現職教員がスプリントの枠組みの下で授業研究を行うしくみができたが、マスタープランに記載された教員養成校の能力強化は手つかずの状況にあった。そのような中、本邦研修で日本の大学教育学部と附属小中学校が連携して教育や研究を進めていることを視察した研修参加者により、教員養成課程の講師や学生がスプリントや授業研究の実践を学ぶことの必要性が強調されるようになる。そして、養成校の講師と協力校（日本の付属校のような位置づけ）と呼ばれる小中学校の教師が一緒に授業研究を行い、互いの知識や技能を高めていくためのモデルの構築を目的としたフェーズ4（IPeCK）が中央州、南部州、コッパーベルト州の教員養成校と周辺学校（協力校）を対象として開始された。
フェーズ4からは、教員養成校をその支援対象としたことから、プロジェクト関係者はまた、新たな課題に直面した。開始当初、教員養成校の講師たちは「自らの知識や技能は高いレベルにあり改善の必要はない」「学校の授業を見る必要はない」と考える者が多く、ナショナルサイエンスセンターやJICAには、技術支援よりも機材や資金援助への期待が強く寄せられた。現在、ナショナルサイエンスセンターで研修講師講師を務めるカゼゼ氏は、フェーズ4の際に、直面した課題を以下のように語っている。
IPeCK（フェーズ4）では、教員養成と現職教員研修をリンクさせることで、養成校の講師と学校の教師が互いに学び合うことが目的でしたが、当初はうまくいきませんでした。なぜならザンビアでは、大学の講師と教員が一緒に働く機会はなく、学校の教員は、大学の講師たちと関わりを持ちたいとも思っていません。教員は、「大学講師は、自分たちより高い知識を持っている」といった劣等感を感じています。
しかし、プロジェクトの進捗に伴い、本邦研修に参加した大学講師たちを中心として、彼らの態度に変化がみられるようになる。チャールス・ルワンガ教員養成校の講師は、本邦研修に参加した際に、大学教授が小学校の教育現場に出向き、小学校教師たちと分け隔てなく意見交換をする姿を目にして、自らの価値観に影響を与えたと語っている。
日本では、大学の教授が自分の持っている専門知識や経験をすべて発揮して授業に臨み、学校の教師や生徒と交流していることが新鮮でした。というのも、ザンビアでは、学校の授業は先生だけが行うものであって、大学の教授が現場の学校に来ること、まして、小学校で授業を行うことなどありえないからです。
対象校であった中央州マルコムモファット教員養成校および南部州チャールス・ルワンガ教員養成校では、授業研究が理数科以外の他教科にも広がり、校内研修が継続的に実施されている。チャールス・ルワンガ教員養成校の講師であるピサニ氏は、郡教育事務所や教員リソースセンターとともにワークショップを開催し、当初、2校であった協力校は5校に増え、プロジェクトで養成された教員養成校の講師を中心として、近隣の小中学校を対象に、授業研究や教材研究の強化に関する活動を広げていると話している。
同じ教師がいるのに、なぜ協力校以外の他の学校は取り残されなければならないのでしょう。私たちは、このような良い事例を他校にも共有する必要があると考えました。そして、郡教育事務所をパイプ役にして、郡教員リソースセンターさらには、州教員リソースセンターを通じて授業研究の普及を図りました。彼らは、これらのプログラムすべてにとても協力的でした。PCK、教材研究、教授法についての知識を共有しています。私たちの役割は教師たちの見本となることなのです。

[bookmark: _Toc118450426]教育実習が変わった
ザンビアでは、小中学校の教員養成課程において、3～6カ月間の教育実習が義務付けられている。しかし、実習生は単に教員の代用として授業をさせられ、実習先の現職教員からのフィードバックもなく、教職への敬意や憧れを失う学生も少なくない。そのような中、フェーズ4の対象の教員養成校では、本邦研修の参加者が広島大学


とインドネシア教育大学が近隣の協力校（付属校）と授業研究や教育実習生を共同で実施していることに啓発され、養成校の郡内の学校に、学生を5名程度のグループで派遣し、学校教員と協働で授業研究を行いながら、知識や技能を向上させる取り組みを始めている。また、グループごとに担当講師をつけて、実習中に講師が巡回指導することも行われるようになった。小学校で教育実習を終えたマルコムモファット教員養成校の学生は、養成校の講師の巡回指導での支援について、以下のように述べている。
授業の前に、指導教官に授業案を見せ、「これはよくない、これを試してみて」とか、「このように変更してみよう」といったコメントに沿って、授業案を作りこみます。指導教官は、授業観察をした後に再度アドバイスをくれます。また、参考文献や教材を入手できないときはタブレットを貸してくれ、画像などをダウンロードさせてくれます。また、講師自身が実習校で授業をして見せてくれることもあります。私たちはその授業を観て、コメントを出し合うことができます。
教育実習生を受け入れている南部州のチャールス・ルワンガ小学校の校長は、プロジェクトの対象校であったチャールス・ルワンガ教員養成校からの教育実習生と他の教員養成校からの実習生の資質の違いを以下のように示している。
チャールス・ルワンガ教員養成校から教育実習に来る学生たちは、既に授業研究についての知識を持っているので、授業案を的確かつ詳細に作成することができ、指導したとおりに授業を行うことができます。しかし、他の私大などからの学生は、授業案が表面的なものにとどまり、授業も一方的な、教師中心の授業になりがちです。
[image: 砂の上に座っている人たち

中程度の精度で自動的に生成された説明]









教育実習生の授業研究の様子（レビューセッション）

[bookmark: _Toc118450427]アフリカ諸国に対する第三国研修
[bookmark: _Hlk109185245]隣国ケニアで実施されていた、「アフリカ理数科教育域内連携ネットワーク（SMASE-WECSA）」であったが、2006年からはザンビアの授業研究プロジェクトのカウンターパートであるティンディ氏がそのリーダーシップを引き継ぐことになる。さらに、バンダ氏がティンディ氏に替わり、会長に就任した2013年、将来的にマグレブ諸国の北アフリカからの参加も見込み、「SMASE-WECSA」（Western, Eastern, Central and Southern Africa）から「SMASE-Africa」という名称に変更された。現在は英語圏を対象としてKCCP[footnoteRef:29] と呼ばれる授業研究、教材研究の二種類の研修が、JICAの財政的な支援により、ザンビア人たちの手で運営されている。バンダ氏は、「ザンビアが会長を引き継ぐことで、単にケニアのモデルを普及することとは違う、それぞれ国の制度に適応した支援ができるはずだ」という信念のもとで会長に立候補し、「ザンビアとしてアフリカの理数科教育に貢献したい」といった、当初からのビジョンが実現しつつあることに喜びを感じていると話している。 [29:  Knowledge Co-Creation Programの略。] 

「ティンディは、2006年にケニア人からSMASE-Africaの会長職を引き継いだ人物であり、彼が退職する2013年、アフリカ32カ国のメンバーは再度、ザンビア人である私を会長に選出した。これは、ティンディがアフリカの国々が、ザンビアでの実践を認めるに至った立役者であることを表している」とバンダ氏は述べている。アフリカ諸国に向けたザンビアでの第三国研修では、長年会長職に就いていたティンディ氏の以下のような考えが、現在でも引き継がれている。
[bookmark: _Hlk109185221]他の国に与えることは、一つはそれがザンビアの文化であるということです。どんなに少ない食べ物でも、相手が「分けてほしい」といっていたときは、ただ、分けるのです。もちろん、個人により考えは違いますが、私は、共有することはザンビアの一つの文化だと思います。私たちに与えられた授業研究という実践を共有することでアフリカの一体感を得たいと思っています。研修では、各国の省庁からのお偉方も、みな教員と同じ学校の寄宿舎に寝泊まりします。彼らだけホテルに寝泊まりすることはありません。彼らも、かつて教員であり、授業を行っている教員たち同様に同じ課題を抱え、試行錯誤した経験があるからです。そしてなにより、アフリカの子どもたちが幸せになるという共通の目的をもっています。
[image: 机の上に座っている人たち

中程度の精度で自動的に生成された説明]ザンビアでの第三国研修には、アフリカ諸国からの参加者のみならず、多くのザンビア人が講師または参加者として参加しており、ザンビアの講師や教員にとっても継続的な学びの場にもなっている。第三国研修に講師として参加したチボンボ郡教育事務所の担当官は、他国の教師たちとの交流を通し、「異なる国でも同じ課題を抱えていることを知り、励みになった」と語っている。第三国研修は、2020及び2021年には新型コロナウイルスによりオンラインでの開催となったが、2022年からは対面での研修が再開することが計画されている。





ザンビア第三国研修での授業風景
[bookmark: _Toc118450428]STEM教育への応用
銅などの天然資源に依存した産業構造からの脱却のため、知的産業人材の育成を目的として、ナショナルサイエンスセンター局が主管となり、旧工業高校など52校を新たにSTEM校として開校することが2019年に閣議決定された。サイエンスセンターはSTEMのためのシラバスを開発し、STEM教員研修、各学校のSTEMカリキュラム運営能力向上、STEM学習評価基準の開発に授業研究プロジェクトで得た経験を活用している。これは授業研究プロジェクトの波及効果であり、「授業研究により授業を改善しようと頑張った結果、最終的に、根本的なカリキュラムや教科書の課題に、ザンビア人自身が気付いた。そして、それを変えるために、これまでのプロジェクトの経験を基にSTEMカリキュラムが作られた」と中井氏は話している。
2019年に策定されたSTEMカリキュラムで重視されているのが、生徒中心型授業による非認知スキルの習得である。それは、バンダ氏が「ペーパー試験は学びの一部でしかなく、生徒中心型授業で子どもが経験できることの大部分を省いている」と語るように、STEMでは授業研究プロジェクトの教訓を体現したカリキュラムが開発された。彼は、STMEカリキュラムにより習得できる学びは、習得能力、構築能力、創造力、応用力、コミュニケーション能力（Acquisitive, Organisational, Creative, Manipulative and Communicative）などの非認知スキルであり、国家試験（筆記試験）のみの合否判断を改め、35％を筆記試験、残りの65％を学校の成績、実技、技能で評価する「スクールベースド・アセスメント」（School Based Assessments：SBA）を導入し、全STEM校に展開した。これに追随する形で、教育省とザンビア試験カウンシル（Examination Council of Zambia：ECZ）は2019年に試験改革を行い、国家試験結果一辺倒の評価から、実技を含めた学校でのポートフォリオを用いたプロセス評価として「スクールベースド・アセスメント」を一部の教科に導入した。このように、JICA授業研究プロジェクトは、ザンビアに新たな学力評価基準をもたらし、同時に、このような学力評価基準が教育現場に定着することで、授業研究（生徒中心型授業）の重要性がさらに増すことにつながっている点を多くの教育省関係者が指摘している。
[bookmark: _Toc118450429]授業研究アプローチを人材育成に活用する
[bookmark: _Hlk109583131]「ティンディさん、バンダさんは、そのうち退職するから、若い人を育てなければ」中井氏はJICA担当が新しくなる度に、このことを問われ続けた。これに対し、「あの3人が目立っているだけで、実は違うタイプだけど、エッセンスをわかっている人は、サイエンスセンターには沢山いて、目立たないが、凄くしっかりやっている」と説明する。プロジェクトは意識が高く優秀な一部のメンバーを中心として、牽引された。しかし、彼らに育成された次の世代の人材が第一世代のビジョンを引き継ぎ、活動を継続することは十分に可能であると中井氏は考えている。
以下のバンダ氏の語りは、彼が率いるナショナルサイエンスセンター局における人材育成に、授業研究のボトムアップのアプローチが用いられており、日本人専門家が重視した「試行錯誤のプロセス」が職員の教育にも踏襲されていることを示唆している。
ナショナルサイエンスセンターの職員は、現在マスタープランの作成のため、会議室に詰めっきりになっています。この作業は、職員が、無計画に仕事をするのではなく、15年、20年後の将来のビジョンを共有することで自分たちの課題として業務に取り組むことになります。現場に立ち会われたと思いますが、罰を与えているわけはなく、メンバーが自分たちで問題解決ができるようになるため、このような課題を与えています。彼らには、今の実力以上の潜在的な能力があり、それを最大に引き上げます。「この課題に到達するにはどうすればいいのか」ということをメンバーとともに考えることで、能力の基礎を築くことができると考えています。そして、生じた問題が全て悪いわけではなく、それを反省し、自分の能力を広げるために利用することができれば、問題に対処できるようになります。
調査で訪問したいくつかの学校現場においても、学校運営に授業研究のアプローチが活用されていることが確認できる。中学校校長のカソンデ氏は、同アプローチを教師への指導など学校運営に用いている一人であり、授業研究のファシリテーションスキルを適応させることで、教師の行動変容を促している。
私は、学校の管理職に就く際に、マネジメント分野のディプロマを取得しましたが、どんな困難に直面しても、授業研究で得たスキルを活用してきました。これは応用が利きます。人生のあらゆる側面において、教えることだけでなく、どのような状況でも課題が何であるかを特定して、この課題をどう解決できるのか、他の人と一緒に考えるのです。そう、すべてはレッスン・スタディ（授業研究）なのです。「これは自分たちの課題であり、自らが解決するのだ」というチャレンジ精神を身につけることです。

教師は、瞬時に変わることはありません。しかし、その変化のプロセスを支援するのが私の役割です。教師が課題を持ってきたら、私は「あなたはどう思う、何が正しい方法だと思う」ということを問いて、それらを実際に試してみます。あなたはただ、彼らが望むものを達成できるように導くだけでいいのです。ある時、私の授業を観たある教師が私に電話をかけてきて、「子どもたちのために、どのような授業をしたらいいのでしょうか」と聞いてきました。私はその質問を彼女に突き返し、教室をよく見て、何が実行できるのか考えて、それを私に伝えてくださいと言いました。このように、自分の気づきを重視しています。

[bookmark: _Toc118450430][bookmark: _Hlk113306604]オーナーシップや持続性はどうなるのか
[bookmark: _Hlk100268745]ザンビアでは、現在JICAによる次期教育プロジェクトの形成が行われている。ティンディ氏は、ここでのJICAとのプロジェクト形成について、「短期的な結果を求めて、単にモザンビークやエチオピアの経験を移転したいといったことでなく、全ては、置かれた状況、現状によって異なる」と話しており、さらに、「このCDに関する調査が、JICAがオーナーシップや持続性の重要性を見直す機会となることに期待をしている」と話している。バンダ氏はまた、日本の支援に対して、「日本が会議などの場で、アフリカ諸国への多くの投資してきたことをアピールする際、私は痛みを感じることがある。それは、日本からの多くの投資にも関わらず、私たちは、アフリカの根本原因を解決できていないから」と語っている。バンダ氏は、過去のJICA事業の経験、他国への視察、そして、現在、ザンビアで行われているプロジェクト形成を通して、JICAによるCD型支援への懸念を次のように表している。
私の懸念は、日本が本来のアイデンティティを失いつつあることです。対アフリカ援助への欧米のアプローチに対して、私たちは本来の目的を貫く必要があります。ザンビアのUSAID、世銀、IMFなどの支援では、彼らは自分たちのモデルを押し付けてきます。しかし、日本とザンビアの文化は、人を重視する点で類似してると感じています。もし、日本がそのアイデンティティを失い、欧米のやり方を用いるなら、私たちは以前のような依存体質に戻ってしまう。アフリカへの援助を欧米型にシフトするのはやめましょう。それは、私たちのためにならないでしょう。

歴史的にみると、日本は授業研究を確立するために150年近くかかっているんです。私は日本での授業研究にも参加しました。そこでの授業研究のレベルはまちまちでしたが、総じてザンビアは日本のレベルには達していません。日本が150年かかったことを、アフリカ人が10年とか15年で達成できるでしょうか。私たちは、ほんの初歩の段階にあります。もし、この初めの段階を大切に育てることができれば、種は大きく育つでしょう。ですから海外から人がやってきて、彼らが望むことを押し付けても、私はそれに同意しない限りは、受け付けないことにしています。私の関心はお金ではありません。私の関心は、学校の子供たちやザンビアの子供たちに利益をもたらすということです。

ザンビアで授業研究がどのように行われたか、課題があったとしてもそれを省みて、日本とザンビアの両方で見直すことがないか、検討する必要があります。ただ単にやってきてモデルを押し付けるなら、オーナーシップが損なわれると思います。誰がその課題の当事者なのか。もし、あなたが私に、「これがあなたの問題だ」と言うなら、私はあなたを二度見します。おそらく、あなたが話した課題は、主要なものではないでしょう。だから、まず私たちに「あなたの課題はなんですか」と聞いてください。病院では、たとえ足が折れていることが分かっていても、医者は「どうしましたか？」と聞くでしょう。傷は治せても、その傷により、身体がどんな影響を受けているかはわからないからです。そのようなアプローチが必要だと思います。



[bookmark: _Toc118450431]第5章：教師の成長と子どもの学び
[bookmark: _Toc118450432]チョーク＆トーク
ザンビアの授業では、教師が黒板に教科書の内容を板書し、説明をする「チョーク＆トーク」（教師中心型、講義型）が一般的であり、子どもの理解力に加えて、応用力や思考力の向上が期待できる授業を実施できる教師は、ほとんどいない状態であり、それが、子どもの学習が伸びない原因の一つとして指摘されていた。ティンディ氏は、この従来型の授業について、「教師の関心は、シラバスを期限内に終わらせることしかない。ザンビアでは教師は権威であり、自分たちは全てを知っている、一方、子どもの頭は空っぽであり、そのため、頭の中に知識を注ぎ続ける」と表現し、そのパラダイムシフトは容易ではなかったと述べている。また、「授業研究が導入される以前は、教師たちは、単に授業をしているだけであり、自分たちの知識だけで授業ができると考えており、自分たちの方法が最善だと考えていた」、とマルコモファット教員養成校の講師フィリ―氏は述べている。
フェーズ4の対象校の南部州のチャールス・ルワンガ教員養成校の学生は、所属する養成校での授業と、自らが経験した小中学校での従来型、いわゆるチョーク＆トークの授業との比較を通して、チョーク＆トークの課題を以下のように述べている。
私が通っていた小中学校での授業は、子どもが授業を理解したかどうかを確認することもなく、教師は単に授業をしに来て、帰っていったということです。また、そこでは授業に教材が用意されることはありませんでした。先生だけが教科書を持っていたので、教師中心というか、教師が理解していることしか子どもに伝わらないと思います。しかも何年も同じ教科書を使い続けるので、時代に対応していないと思います。
他の学生は、教育実習先の学校では教師たちが、未だに従来型の授業を行っており、そこでの教師たちの権威的な態度は、子どもの学びの阻害要因になる可能性があることを示唆している。
私の（教育実習先の）学校では、ほとんどの教師が子どもたちに対して、非常に高圧的であり「こんな態度で接するんだ」と感じました。子どもたちが何も考えを持っていないかのように接していました。教師が高圧的なので、子どもはたとえ伝えたいことがあったとしても、すぐに押し黙って、子どもたちは授業に関心をなくします。教師の態度が、学校での子どもの成績の低さにつながっているのです。
[image: 人, 屋内, グループ, 子供 が含まれている画像

自動的に生成された説明]
授業研究が導入されていない小学校での従来型授業（チョーク＆トーク）
[image: 人, 屋内, 建物, 民衆 が含まれている画像

自動的に生成された説明]
授業研究が実践されている小学校での生徒中心型授業

[bookmark: _Toc118450433]授業に困難を抱える教師たち
ザンビアでは、基礎教育制度が導入された際、1～7年生までの小学校が、中学校（前期中等）の8、9年生を含む基礎教育校（1～9学年）として格上げされた。そのため、基礎教育の8、9年生は、中学教師としての教育を受けていない小学校教師が担うことになった[footnoteRef:30]。学校で理数科の成績が良かったというだけで、小学校教員が中学校教員資格（ディプロマ）をとり、中学校の理数科の教師に昇進していった。授業研究プロジェクトは、このような教育政策の変更の中で、理科の授業の質を担保するために形成された。当時、コッパーベルト州の中学の理科教師として勤務していたフィリ―氏は、その時の学校での状況を振り返り、教員の教科内容の知識不足が、子どもの落第の要因となっていたことを述べている。 [30:  生徒の学齢に応じた資格を有さない教員は「中途半端な教員」（Half-backed teacher）とも呼ばれ、特に教員不足が深刻な理数科において、このような教員が多くいることが教育の質の低い要因とされている。] 

基礎教育校で理数科を教えているほとんどの教師は、専門の教師ではなく、学生時代に理科の点数が高かったというだけで選ばれた出向者だったのです。そのため、理科の知識も低く、子どもの学びにも影響が生じました。子どもたちが基礎教育（9年生）を終え、10年生になるころには、身につけた理科の知識の多くが失われているということになりました。というのも、彼らは、専門の教師から教わっていないため、身につけた知識の多くは誤解に満ちていたのです。そのため、多くの学校で理数科を要因として落第が増えていきました。
教育省は、世界銀⾏による「ザンビア教育強化プロジェクト」（ZEEP[footnoteRef:31]）の開始に際して、2018年にベースライン調査を行い、教師が課題を抱える教科内容では、子どもの理解度も低いという相関関係があることを確認した。教育省教員教育局のZEEP担当者は、その結果をもとに、子どもの学びの改善には、教師の能力強化が不可欠であると述べている。 [31:  小中学校における理数科の指導と学習の質を向上させ、教育への公平なアクセスを拡⼤させることを目的として、2018年より実施されている。] 

私たちの関心は、子どもがどこで躓いているか、ということでした。それを特定するためにベースライン調査で子どもだけでなく、教師に対しても学力試験を行ったのです。すると、子どもたちが特定の単元で躓いていていることがわかりました。驚いたことに、子どもが困難を抱える単元は、教師もよく理解できていなかったのです。人は自分の知らないことを教えることはできないという結論に至りました。ですから、私たちはまず教師が、教える内容を正確に理解する必要があると考えています。

[bookmark: _Toc118450434]試験重視の学びの弊害
ザンビアの学校では、5年生（算数のみ）、9年生、12年生で国家試験が実施されており、その結果は州ごとに取りまとめられ、州間の競争を煽るかのように全国に公開される。学校を訪問すると、通常、校長室で子どもたちの国家試験結果の経年グラフを目にすることができる。中央州の中学校の校長であるカソンデ氏は、「校長や教師の多くが、子どもたちの国家試験の成績を上げるという重圧を常に背負っており、それがシラバスを終わらせることを重視する従来型の授業につながっている」と話している。ナショナルサイエンスセンターの調査・研究部長のチュレヤ氏は、学校での聞き取りの結果を基に、このような国家試験重視の教育の下では、高次の思考力が身につかない可能性があることを示唆している。
ECZ（ザンビア試験カウンシル）が公表する州別の国家試験データをもとに成績の良い州に、「学校で何をしたか」と聞き取りをしたことがあります。その回答はとても残念なものでした。「過去問やドリルで、答え方を子供に叩き込んだ」これでは、特に低い学年の子どもの高次の思考が身につかない可能性があります。

[image: ]
中学校の校長室に掲示された国家試験結果の推移
理数科の成績が高い子どもたちが全国から集まる南部州のヒルクレストSTEM校では、入学後、クラス分けのため校内試験を行っている。校長のミヨンボ氏は、STEMに入学してくる子どもの学力について、受験対策の教育では、応用力を身に着けることは困難であり、子どもたちの将来を考えると、授業研究（生徒中心型授業）の提供が不可欠であると考える一人である。
この学校には全国から、国家試験の結果が高い子どもたちが集まります。私はこの学校に6年間在籍していますが、その経験から、この子たちが入学試験で獲得する点数は、本当の意味でその子の学力を示しているわけではないことを学びました。彼らは入学後3週間経った時点で、学校独自のアセスメントを受けます。そこで私たちは、子どもたちが国家試験で取った点数と、学校のアセスメントの結果の格差にショックを受けます。彼らは、試験に合格するために、長い時間、模擬試験による受験対策を受けてきます。私たちはこのような受験対策のためのコーチングは、本来学びと違うものだと考えています。なぜなら、それらは応用が利きません。本来、子どもたちが主体的に学習した知識は5年でも10年後でも使えるものだからです。

[bookmark: _Toc118450435]教師の態度が変わる
中央州のムワヤスンカ中学校の副校長であるカプンパ氏は、授業研究が導入された2005年からファシリテーターとして活動していた。「授業研究を始めた当初は、ほとんどの人が理解を示さず、これは何だ、という声もあり、さまざまな困難に直面した。しかし、授業研究を通して、教師が、自分たちの課題を客観的に把握することができるようになり、その結果、授業が改善し、教師が自信を深めていった」と話している。さらに、カプンパ氏は、教師が授業研究において、自らが模擬授業を行うことで、教師としての自信を付け、その利点を理解することにより、授業研究への積極性が増したことを示唆している。
私たちがファシリテーターになりたての頃は、「私たちが受講生なのだから、あなたが模擬授業をやって見せて」と言われました。しかし、しばらくすると、一緒に計画したのだから自分もやってみようと、みんなが模擬授業に参加してくれるようになり、参加者は教師としての自信がつきました。もちろん、物事が始まったばかりのときは、変化に対する抵抗があるものです。しかし、時間が経ち、その利点を理解できるようになると、「やってみよう」となります。 教師たちは、いつでも「どこを改善すればいいと思いますか、どこをどうしたらいいと思いますか」と質問してくれるようになりました。
中央州マルコムモファット教員養成校の学生は、教育実習先の小学校で授業研究に参加して、自身が行った模擬授業へのコメントを、肯定的に受け入れることができるようになるまでの過程を以下のように語っている。
[bookmark: _Hlk107484526]実習の最初のころは、自分の模擬授業へのコメントに腹が立つこともありました。でも今は、「ああ、こういうことを言われているんだな」「授業を良くするために言ってくれてるんだ」と理解できるようになりました。このことで子どもに正しいことを伝えなければいけないことの自覚が出てきました。教科内容についても自信がつきましたし、以前より本などで勉強することも増え、今はしっかりと準備しないと授業を楽しめないので必ず教材を探すようにしています。
ティンディ氏は、授業研究は教師がそのキャリアを通じて能力を高めるCPDの本質を突いた実践であるとし、教師に「どのように授業を改善するか、どうしたらもっと良くなるか」という問いを常に持ち続けることの重要性を強調している。教師が、このようなマインドセットができるようになると、外部者の指摘を、改善につながるアドバイスとして、尊重することがでるようになると語っている。
他人からの意見を受け入れるためには、自分は完璧ではないという視点が最も大切です。常に改善の余地があるという意識を持っていると、他人の意見が入ってきます。そして、「私は何か別のものを読み取ってしまったようだ」と示すことができます。この精神は、授業研究により、授業を改善する上で非常に重要なものとなります。

[bookmark: _Toc118450436]学び合う教師たち
授業研究は、教員同士が校内で気軽に相談し合うことができる環境をもたらした。「以前は、自分が教えることができない単元をスキップする、他の教師に変わってもらう教師もいたが、授業研究により、教師が学び合い、知識の不足を埋めることができる」とカロンガ中学校の校長であるカソンデ氏は述べる。授業研究を通した教科内容についての教師の自信が、子どもの成績の向上につながり、さらに、2019年からの新型コロナウイルスによる影響[footnoteRef:32]を乗り越える活力にもなっているとカソンデ氏は以下のように話している。 [32:  新型コロナウイルスの影響としては、学校が長期間閉鎖されたことによる子どもの学びへの直接的な影響以外にも、全ての会合が中止され、校内研修、ワークショップ、モニタリング等を実施することができなかったことによる活動の衰退があげられる。] 

ザンビアのシラバスには非常に多くの単元が含まれます。一方で教師は全ての単元に明るいわけではありません。1つか2つの単元については興味が一致し、とてもうまく教えられるかもしれませんが、教科内容に不安があると子どもにそれが伝わり、最終的には子どもの学びが阻害されます。だから私たちは成長しなければならないのです。自分の弱点は、他の教師にとって弱点とは限りません。授業研究を通して彼らが継続的に交流することで同僚から学び、自分たちの能力を向上することができます。そして、困難を感じていた教科内容について、自信をもって教えることができ、その結果、子どもの学力の向上が図れます。

例えば、カロンガ中学では、私が着任した2017年の理科の合格率は67％前後だったのが、2018年に86％になり、ついには、2019年に91％になりました。つまり、教師が自分たちの課題に関与することで、結果が変わり始めたのです。これは、教師が授業研究を通し、専門性を高め、子どもたちへの規律も厳しく見直した結果でした。しかし、昨年は新型コロナウイルスにより、子どもたちがしばらく学校に通学できず、成績が下がりました。そのため、会議を開き、教師と一緒に「私たちはできるのだから、やるしかない」という思いを一つにしました。教師は、自らを変えることにより向上させることを経験しました、この経験が、このような状況でも自信につながっていると思います。
授業計画を作成する際に、教科書の内容を妄信することは、授業が、シラバスに沿って作成される国家試験の内容から、逸脱する可能性があると多くの教師が指摘している。彼らの多くが、授業研究を通して、自分たちの用いる教科書の矛盾点に気づき、その改善の必要性を強調している。中央州ムワヤサンカ小学校の教師のムレンガ氏もプロジェクトを通じて、シラバスを用いた授業計画の重要性を理解した一人である。
ほとんどの学校にはシラバスが置かれておらず、おそらく、管理職もその重要性を理解していませんでした。そのため、シラバスに載っていないようなことを子どもたちに教えていたり、シラバスを参照せず教科書だけを使って計画を立てたり、不必要なことを教えたりしていました。ザンビア試験カウンシルはシラバスに沿って問題を出しますが、シラバスに沿った授業ができていなかったことに気づいていなかったのです。

[bookmark: _Toc118450437]子どもの学びを変える
多くの教師が授業研究で導入された生徒中心型授業[footnoteRef:33]の実践を続ける理由について、子どもの学びが変わることをあげている。その中には、実際に子どもの成績が向上したことを理由にする教師もいるが、子どもの授業態度の変化、子どもの参加度が高くなることで知識の定着度が図れると話す教師が多い。中央州のムワヤスンカ中学校の副校長カプンパ氏は、自身の経験から、生徒中心型授業を用いることにより子どもの成績が向上したことが、授業研究を継続するモチベーションになっていると語る一人である。 [33:  授業研究はPlan-Do-Seeのサイクルで授業を改善する枠組みであり、生徒中心型授業とは、本来別のものであるが、ザンビアでは、多くの関係者が、授業研究＝生徒中心型授業としてとらえられている。これは、生徒中心型授業が、ケニアのASEI-PDSIを参考に導入されたことによるものと想定される。] 

私は、プロジェクトで学んだ生徒中心型授業を活用することで、47人の生徒のうち、40人が私の担当科目の試験に合格したことで自信を得たことを今でも覚えています。というのも、8、9年生の中学校過程が開設されたばかりの学校（基礎教育校）で、この数の生徒が合格することは快挙でした。その結果が評価され、私は中学校の教員に昇格できました。私はそれ以来、ずっとこれを使い続けています。
マルコモファット教員養成校の講師、フィリ―氏は、生徒中心型授業を用いることで、子どもたちの授業への参加が促進され、それにやりがいを感じている多くの教師たちにより、授業研究が教育現場で受け入れられていると語っている。
[bookmark: _Hlk109184891]教師の多くが「このアプローチを使い始めてから、内向的だった子どもがグループワークで人の前で自分の意見や授業の感想を発表できるようになり、少なくとも、授業はより活発なものになった」と話しています。今では、すべての教師が生徒中心のアプローチを受け入れているのではないでしょうか。
ザンビアでは小学校５年生以上の授業は英語で実施されているが、7年生でも英語を理解していない子どもが多いと7年生の学級担任は話している。一方で生徒中心型授業によるグループワークでは、グループの中で、子ども同士が現地語で教え合うことができるため、特に学習に困難を抱える子どもの学びを改善できることが指摘された。
生徒中心型授業では、子どもたちの探求心は深まり、教師が計画した以上のことをするようになります。理解が遅い子どもであっても、友達から現地語で学ぶことで、理解が進むこともあります。グループの中にいると、子どもたちは自分たちで自由に学ぶことができると感じています。
生徒中心型授業では、子どもたちに仮説を立てさせ、実験を通してそれを証明するといった授業により、以下のムワヤスンカ中学校の副校長や教員養成校の教育実習生が述べるように、学んだ内容の知識の定着が図れるという意見も多く聞かれる。
生徒中心型授業は、ただ何かを教えられて、「これは先生が言ったことだ」と鵜呑みにするのではなく、生徒自身が、同じような考え方の別の問題を例示することができるようになります。このことにより、生徒の理解を深めることになります。生徒者中心授業は、生徒が経験を通して学習することに役立っていると思うのです。やってみて学んだことは忘れませんが、聞いて学んだことは消えてしまうことが多い。学習者に体験学習の機会を与えることで知識の定着が容易になります。

この方法を用いることで、ほとんどの子どもの学びが改善されたと思います。私たちは子どもを巻き込むことにより「今日は何を勉強するのか」と授業を楽しみにする子どもが増えました。授業がそれまでのものと違いユニークでクリエイティブだったからです。ただ、短期間で変化するものではなく、同じような授業が、学校全体で行われることで少しずつ変わっていく可能性があると思います。子どもたちが授業に深く関わるので、学んだことを忘れることがないのです。

[bookmark: _Toc118450438]教師のジレンマ
「生徒中心型授業では、子どもが自分たちで学びを深めるため、教師は、多様な教材や実験を準備することが求められ、多くの時間が必要となる。教師たちは時折、従来型の授業スタイル（チョーク＆トーク）に戻り、シラバスをカバーしたいと考えており、未だ複雑な心境を抱いている」と中学校校長のカソンデ氏は述べる。彼女の学校でも教師は、すべての単元でこの教授法を使うのでなく、いくつかの単元では、通常の授業を行いながら、なるべく子どもたちを参加させることが必要だと説明している。
生徒中心型授業での教師の負担は、その実践を阻害する大きな要因であるが、マルコモファット教員養成校の講師フィリ―氏は、ウガンダでの国際ワークショップに参加し、そこでの日本人専門家からの説明により、その意識を変えたことを以下のように述べている。
ウガンダに行った際、松原先生に「あなた方のシラバスは日本のシラバスと似ている」といわれました。でも、「なぜザンビア人は、シラバスの量が多すぎて生徒中心型授業ができないと言うのでしょう。それは、子どもが学びを積み重ねていくのではなく、学びを繰り返しているからです」と教えてくれました。つまり、ザンビアのシラバスでは、8年生で習った単元を12年生でも内容を深めて学習します。12年生で教えるのなら、8年生で習ったことから始めるべきですが、子どもがその知識を得てない場合、それをゼロから始めることになり、時間が足りなくなります。繰り返される内容を毎回一から学んで時間を無駄にしているのです。

私たちのカリキュラムはスパイラルになっている。このことは私の考えを大きく変えました。カリキュラムを終わらせて何も残らないよりも、子どもに何が残せるかに注目することで、既に習ったことを繰り返す必要がなくなり効率が高まるということです。
前述の通り、赴任校では、「授業研究の導入により、子どもたちの成績が向上した」と話したカソンデ氏であったが、生徒中心型授業を始めた当時、それが子どもの成績に結びつかないことへの葛藤があり、子どもたちに学ぶことの必然的を与えることで、それを克服することができた経緯を以下のように語っている。
私は、以前小学校で伝統的な教え方（教師中心型授業）を使っていました。その後、中学校に移り理科を教えました。生徒中心型授業について学び始めたのは、プロジェクトでこのような教え方に触れたときでした。最初は生徒中心型を使うと気持ちがいい。授業では子どもたちが「先生、すごい」と拍手してくれました。

しかし、そのような子どもでも、試験になると不合格になる子が多く、どこに問題があるのかと自問していました。「生徒中心型授業は、教師ではなく、子どものためのものである」ということは理解していたものの、実際どのように授業の内容を子どもに伝えるのか、どのように子どもを巻き込めばいいのか悩んでいました。子どもを巻き込み始めると、彼らの心は少しずつ開かれていくのですが、成績が上がらないことに直面すると、教師は子どもが時間を無駄にしているように感じます。教師には忍耐力が必要となってきます。

悩んだ末、子どもたちに課題に取り組ませる必要があることに気づきました。そこで、授業中だけでなく、家庭での課題を出すようにしました。すると、彼らは家に帰っても、調べ物をしたり、友だちと話し合いをするようになり、その結果、彼らは授業に集中するようになりました。授業で与えられた課題を友達に教えるためには、自分で理解しなければならないことを学んだのです。

[bookmark: _Toc118450439]継続のためのモチベーション
中央政府による、ザンビア教職カウンシルの設置を通したCPDの制度化は、現場でも機能し始めていた。当時、コッパーベルト州の中学校の教員であったフィリ―氏は、授業研究を開始した当初は、制度化されたCPDにより、授業研究に参加することで昇進につながるクレジットが得ることができることにモチベーションを感じていた。しかし、授業研究の効果や自らの成長の必要性を実感した後では、内発的な動機が活動を継続するモチベーションとなっていることを示唆している。
郡教員リソースセンターの女性は、ファシリテーター・ワークショップなどに参加することで、一定のポイントが貯まる、いわゆるクレジットの仕組みができたことを教えてくれました。それがきっかけで、より積極的に授業研究を行うようになりました。参加証明書を発行することもできるとも言っていました。また、DEBS（郡教育事務局）を通じて、授業研究を積極的に受け入れている人は昇進の対象となるとも言われてました。ある意味、私たちはDEBSから送られてきた通達に基づいて、これらのプログラムに参加するように動機づけされたのです。しかし、その後、ワークショップやミーティングを重ねるうちに、授業研究の重要性に気づき始めました。昇格や昇進は、二の次であるべきだと。重要なのは、プロフェッショナルとして自分自身を向上させることです。
制度化によるクレジット以外にも、いくつかの学校では、授業研究を通じ、優れた教材を発案した教師を表彰することや、校内研修を熱心に行う教師に優先的に研修機会を提供するなどの動機付けが実施されている。一方、カソンデ氏は、あくまで内発的な動機付けが、授業研究の持続性には重要である点を次のように指摘している。
少し前までは、授業研究の際に教師のモチベーションを上げるために、飲み物を提供したりしていましたが、何も与えなくても教師は実践します。外発的な動機付けでは、活動は継続しないことが多いですが、彼らのモチベーションは彼ら自身の中にあり、持続することができているので、飲み物を提供することはやめました。このようなものに授業研究や校内研修を結びつけてほしくないからです。自分がそうであったように、自身を成長させることが、最終的にモチベーションとなることを知ってもらいたいのです。

[bookmark: _Toc118450440]授業研究のインパクトを示す
プロジェクトでは、フェーズ2及びフェーズ3の終了時に国家試験結果を用いたインパクト調査が実施されており、その効果は、授業研究の定量的なインパクトとして、ザンビアの教育関係者に広く周知され、授業研究を全国展開する際の啓発資料などに活用された。フェーズ2で実施されたインパクト調査では、フェーズ1及びフェーズ2の対象地域であった中央州の中学校の理数科の合格率と、それ以外の州の国家試験の合格率を比較した結果、プロジェクト実施前は全国平均以下であった中央州での成績が、実施から3年後の2009年には全国平均を大きく上回るということが報告された。また、フェーズ3の終了時に実施された調査では、フェーズ2からの対象地である中央州、コッパーベルト、北西州の国家試験結果の向上が報告されている。
また、2018年から開始された世界銀⾏のプロジェクトZEEPでは、「教育及び学習の質向上のコンポーネント」として、スプリントを用いた教師の能力強化が実施されている。全国の300校[footnoteRef:34]（小学校200校、中学校100校）及び新設校82校を対象としており、これには、JICAがフェーズ4で⽀援した教員養成校の講師や授業研究プロジェクトに参加した各州のファシリテーターが多く参加している。2020年7月にはZEEPの中間時評価において、純実験モデルを用いたインパクト調査が実施された。ベースライン（2018年）と中間時点での対象校（中学校100校）、非対象校（中学校50校）での試験結果を比較した結果、中学生の理数科の成績[footnoteRef:35]が向上したことが確認された。このように授業研究のインパクトは定量的にも示されており、子どもの学びへの効果は教育省関係者に広く認知されていることが確認できる。 [34:  2014年から2016年までの国家試験の結果から、成績が低い学校が全国より選定された。]  [35:  特に数学の成績が向上したことがあげられた。他方、理科については実験施設の不備、教材配布の遅れが指摘された。] 

[bookmark: _Toc118450441]子どもの学びについての残された課題
授業研究は、個別の教師や学校では、子どもの学びに対して、その効果を示すことができているが、ザンビア全体としての子どもの学びへの効果についてのエビデンスは確認できない。また、15年にわたる授業研究への支援の具体的効果を求められるなか、「授業研究だけをもって、子どもの学びに結びつけるのは無理がある」と中井氏が指摘するように、全国での効果の発現には、多くの要因が影響することが、関係者の語りや報告書から確認される。
実際に、ザンビアにおいて、どのぐらいの教師が授業研究を実践しているのだろうか。プログラムを所管する教育省の教員教育局は、年次報告をまとめており、2021年には、全国で56％の公立の小中学校が授業研究を実施したと報告している。また、この数値には私立校やコミュニティ・スクールは含まれていないことを留意する必要がある。さらに、年次報告では、2019年からの新型コロナウイルスにより、校内での研修やワークショップが禁止され、さらに、学校へのモニタリング機会が減少したことによる実施率の低下が指摘された。他方、授業研究の全国展開（フェーズ3）の終了後、2017年にザンビアで実施された、「開発援助のための国際学力調査（PISA for Development）」では、無作為サンプリングされた全国の中学校教師の65.5%が、「教授法に係る研修、ワークショップに参加したことがある」と答え、34.8%が、「CPDの活動に参加したことがある」、39.9％の教師が、「学校が組織した校内研修、授業観察に参加した経験がある」と回答している。国際学力調査の報告書は、CPD活動に参加する教師が限定的である点が、ザンビアでの子どもの学びの阻害要因の一つであることを指摘している。
教師の定着率も授業研究の実践に影響を与えている。教師の離職率が高く、小学校で約10％の教師が毎年離職しており、教職は魅力のない職業であるという認識が高い。ルサカ州教員リソースセン調整員のムゾラ氏は、授業研究の普及において、研修を受けた教師の定着が最大の課題であることをザンビア全国で約3千校あるコミュニティ・スクールを例にして以下のように指摘する。
コニュニティ・スクールの教師のほとんどが、教育養成を受けた教師でもなければ、政府の職員でもありません。教師として働いているのに、政府から給料をもらっていないのです。そのため、不満が募って、学校を去る可能性も高まります。そして、彼らに対して、授業研究などの研修を提供しても学校を去れば、研修は無駄になるわけです。また新しい教師がやってきて、授業研究について何も知らず、実践もされません。
チボンボ郡教育事務所長は、中央州の子どもの学びの影響について、特に、農村部の貧困や子どもの労働、女子児童の妊娠、出産に伴う欠席などが学校での成績や国家試験の結果に大きな影響を与えていると話している。このような背景から、農村部では貧困家庭の児童が一定期間家事に従事することができる、もしくは、女子児童の妊娠による休学後、復学できる制度が設けられている。また、ドナーの支援による学校給食プロジェクトが実施されており、子どもの欠席率の改善が図られている。チボンボ小学校の校内研修の担当者も、子どもの成績には出欠が大きく影響し、新政権下での教育の無償化が、その改善に貢献する可能性があることを以下の通り示唆している。
授業が改善されれば、学習者のパフォーマンス自体も向上することになります。しかし、国家試験の結果は子どもの出席が大きく影響しています。そもそも、授業を改善しても子どもが出席していなければ、試験に出る単元を理解せずに試験に臨むことになるからです。残念ながら、チボンボ地区では、特に生徒の出席率の低さに課題を抱えています。出席率はその地域の経済状況の影響も受けます。例えば、学校を休んでキャタピラ（食用の虫の幼虫）を捕りに行って、自分たちの学費をねん出する子どももいます。しかし、この問題がじきに解決されることを望んでいます。新政権は、教育の無償化[footnoteRef:36]を掲げており、そうなれば、彼らは学費を得るために働いたりする必要がなくなります。教育無償化が宣言された後、ほとんどの学校で、しばらく前にやめてしまった子どもの多くが戻ってきています。時には年齢の高い子どもに、学齢に相応しいように髭を剃ってくるように言わなければならないくらいです。  [36:  無償化が発表される以前も、初等教育は基本無償であったが、政府からの補助金は十分でなく、PTA会費など、保護者は何かしらの分担金を負担していた。また、公立の中学校でも、保護者が負担できないような高額な授業料を請求する学校もある。] 

教育省は、フェーズ4で構築された、IPeCKモデルの普及に向けたプロジェクトドキュメントを作成し、2020年から2023年の4年間をIPeCKフェーズ2の期間と位置づけ、残り9校の教員養成校に、周辺学校との授業研究を通じた連携活動を導入することを計画した。しかし、この計画は、新型コロナウイルスの影響により、その進捗が滞っている[footnoteRef:37]。中学校校長のカソンデ氏は、教員養成校への支援強化の必要性を以下のように語っている。 [37:  世界銀行プロジェクトZEEPにより、当初計画とは異なる形であるが、計画の一部が実施されている。] 

授業研究は教員養成校のレベルに導入されましたが、まだ板についていません、教員養成校の講師の強化が必要です。中学校で授業研究を実践している教師と違い、大卒の新任教師が現場に来ると「子どもたちには、論理的な説明をしなければいけない」と考えている人がまだ多いです。正直、このような考えを持った新卒の教師のマインドセットは、どこから手をつければいいのかわかりません。大学レベルの教授法を変える必要性を感じています。


[bookmark: _Toc118450442]6章：結論（評価者の視点）

我々は、「馬を水辺に連れて行くことはできるが、それに水を飲ませることはできない」ということや、「人を悔罪所に閉じ込めることはできても、彼を悔悟者にすることはできない」ということを忘れて、上からの強制力の作用を統制と取り違えやすいのである。
デューイ『民主主義と教育』
デューイは、ザンビアの授業研究で導入されている「探求型学習（生徒中心型授業）」を提唱した教育者研究家であるが、この彼の言葉の通り、CDの本質である内的動機づけの原理は、ザンビアで導入された授業研究の教育理論と親和性が高い。授業研究での、教師の役割はファシリテーターであり、子どもたちの中にすでに存在している概念をもとに授業を作り上げるといった「構成主義（Constructivism）」に基づくものであり、それは、CD型支援における支援国と被支援国の関係に相当する。
中井氏がCD型支援で重視したのは、カウンターパートの「試行錯誤のプロセス」であり、それは、「専門家というよりも、むしろ教育者の視点に近い」としている。また、「期限内にプロジェクトを終わらせるよりも、カウンターパートが、何ができるようになったのかが重要」という彼の言葉は、「教師がシラバスを終わらせることより、子どもが何を学んだかが重要」とする授業研究（生徒中心型授業）の考えに通ずるものである。
プロジェクト形成や実施を通して、カウンターパートだけでなく、多くの教師たちが第三国研修、日本人専門家から授業研究や生徒中心型学習について繰り返し学んだ。言い換えれば、ザンビア人たちは、そこで個別のスキルや知識だけでなく、CDの概念を学び、現場の実践を通して、CDの持つオーナーシップや持続性の意味を理解していった。そして、個人が得たCDの概念が、組織に広がり、ビジョンを共有する「学び合う組織」が形成された。この個人や組織を支えるために、昇進制度、組織化や制度化といった外部環境が必要であり、それらが、CD型支援の重要性を認識したカウンターパートたちにより自主的に整備されることにより、次に示す子どもの学びといった長期的な成果への土台が確保されたと考える。
授業研究と子どもの学びの関係に関して、教師たちは授業研究が子どもの学びを改善すると考えており、それが彼らの授業研究を継続する動機となっている。子どもの学びに影響を与える理由の一つは、授業研究による教師同士の学び合いが、彼らのスキルや知識を向上させていることである。二つ目は、生徒中心型授業での子どもの能動的な学びにより、知識の定着が図れるとする意見からわかる。ザンビアの教育の状況を知らない日本人には、授業研究が子どもの学習に影響を与えるというロジックには、若干飛躍を感じる。しかし、ザンビアの従来型授業「チョーク＆トーク」での取り残されている子どもたちを観察すると、多くの教員が授業研究の有効性を語る理由が納得できる。また、特に理数科に関しては、教師の指導力、子どもの学力が非常に低く、授業研究を通した教師の成長が、子どもの成績に敏感に影響することが、関係者の語りからもわかる。
他方、15年の支援により、ザンビア全体として子どもの学び（成績）に変化が生じたか、という問いに関しては、それを判断するエビデンスは確認できない。前述の通り、授業研究は個別には効果を生んでいるが、それを実施している学校が56％（2021年）と半分程度にとどまること、さらに、暗記型の国家試験内容、経済状況の悪化、教育政策など、他の多くの要因が子どもの学びに影響することがその理由となる。
教育支援における子どもの成績向上のような、目に見える成果が達成されれば開発課題が達成されたわけでなく、一時的に成果が上がったとしても、それがドナーの穴埋めの結果であれば、その効果は長続きしない。重要な点は、授業研究プロジェクトでのCD型支援により、ザンビア人自身が、活動を継続、改善していく能力を身に着けたことにある。日本での導入期も「子どもに学力が付かない」「はいまわる経験主義」と揶揄された「生徒中心型授業」であるが、ザンビアの教師も同じジレンマに直面している。そして、このアプローチの実現には、教材研究やPCKへの取り組みを深める必要があり、カリキュラム、教科書、学習評価など、付随する課題に自ら気づき、改革を推し進めている。そして、この気づきと行動が、真に子どもたちの将来の学びを改善する。
PDMに記載された「授業研究が実施される（活動）」→「教師の能力が向上する（プロジェクト目標）」→「子どもの成績が上がる（上位目標）」という直線的なロジックからはこの「気づきと行動」は見えてこない。上位目標を本当の意味で達成するには、この「気づきと行動」が重要であるにも関わらず。元教師のカウンターパートや日本人専門家たちはそれを肌で感じることができる。彼らの懸念は、上位目標やPDMのロジックだけ注目すると、本来必要なプロセスはなくてもよいことになり、それは、結果的に、自分たちの資源を無駄にし、子どもの将来の学びにつながらない、ということになりかねない。開発援助プロジェクトではこのようなPDMの限界を補うためにも、活動から期待される成果までの経路と経路が成立する仮設を記載した「セオリー・オブ・チェンジ（ToC）」を策定する重要性も指摘されており、このような終了したプロジェクトからToCを把握することにより、PDMの柔軟な運用と変更の妥当性を適切に示すこともできると考える。
プロジェクト・エスノグラフィーを用いたこの調査では、カウンターパートの考えや信念が、その国が置かれている状況と、個人がそれらにどのように関与するかなど、数々の条件が重なることにより形成されていくことが理解できる。また、本プロジェクトのCD型支援がザンビアで受け入れられた背景には、ザンビアでの植民地教育や欧米型国際援助への反発も含まれていることがわかる。同時に、ザンビアの資源依存型経済による景気の浮き沈みは、教育省を含めた政府機関、教師、子どもたちの学業にも影響を与えている。ザンビアにとって、生徒中心型授業を推進することにより、資源依存からの脱却、新たな雇用や起業のために子どもたちが非認知スキルを習得すること重要性は、日本よりもむしろ強く認識されているのかもしれない。
最後に、カウンターパートがこの調査で繰り返し強調していたことは、日本には、短期的な成果のために、他国での成功モデルを押し付けて、CD型支援の根幹であるオーナーシップを損ねるような支援をしないでほしいということであり、この調査を通じて、そのことを私たちが再確認する機会になることが、彼らが本調査に全面的に協力してくれた理由であると考えている。
[bookmark: _Toc118450443]
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